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札幌市 交流と創造の空
間・活動づくり 1258 1258050 010010

PFI事業を推進するた
めの税制措置，補助
金の弾力的適用

PFI事業として公共施設等の整備を行
う場合の補助金交付や，税制措置に
ついて，地方公共団体等が自ら事業
を実施する場合とイコールフッティ
ングを図る。

PFI事業についても非課税措
置がなされたり，BOT方式，
BTO方式に関わらず補助金が
交付されることによって，
PFI事業が一層推進され，行
政サービスの民間開放が促
進される。

現行の制度では，課税措置を避けたり，補助金の
交付を受けやすくするために，BTO方式のPFIを採
用するケースが多くなりがちであり，所有も含め
た民間開放に結びつきにくい。

３（Ｐ
ＦＩ事
業の方
式につ
いて）

６（課
税措置
につい
て）

３　当庁では、これまでＰＦＩ事業による
警察施設の整備に対する補助金の交付の実
績はないが、警察施設の特殊性を考慮する
と、施設供用開始後速やかに所有権を補助
事業者に移転することが適当であると思料
される。このため、ＰＦＩ事業による施設
整備については、ＢＴＯ方式により行われ
ることが望ましいと考えている。

６　地方税法、国税法は当庁の所管ではな
い。

広島県

行政サービスの民
間開放による地域
の新たなビジネス
機会等の創出

2042 2042060 010020 ＰＦＩの積極的活用
の推進

・国庫補助事業をＰＦＩ事業として
実施するに当たり，その手法の如何
を問わず，従来の場合と同様の財政
支援策を講じること。
・また，特定の用途に限定された公
共施設用地として国庫補助事業で取
得した土地にその補助の目的外の民
間収益施設を合築することが可能と
すること。

公共施設等の整備等につい
て，ＰＦＩ方式の円滑な導
入及び最も効果的・効率的
なＰＦＩ事業手法の採用を
可能にするため，
①ＢＴＯ等の手法を問わず
採用可能な国庫補助事業と
する。
②公共施設と民間収益施設
の複合施設を設置可能とす
る。
ことにより，一層の民間活
用の推進を図る。

従来方式とＰＦＩ方式，また，ＰＦＩ方式におい
てもＢＴＯとＢＯＴなどの手法の如何により，国
庫補助金等の国の支援措置が異なる。
また，国庫補助事業として取得した土地に民間の
収益施設を建設する場合には補助金を返還するこ
ととなる。

３（Ｐ
ＦＩ事
業の方
式につ
いて）

６（公
共施設
と民間
収容施
設の複
合施設
の設
置）

３　当庁では、これまでＰＦＩ事業による
警察施設の整備に対する補助金の交付の実
績はないが、警察施設の特殊性を考慮する
と、施設供用開始後速やかに所有権を県に
移転することが適当であると思料される。
このため、ＰＦＩ事業による施設整備につ
いては、ＢＴＯ方式により行われることが
望ましいと考えている。

６　当庁は土地取得に対して補助金を交付
していないので、回答は不可能。

厚木市 ファンタスティッ
クやまなみ 1008 1008040 010030

整備計画区域内にお
ける一般車両の通行
制限に係る権限移譲

シャトルバス運行整備計画区域内に
おいて、道路管理者として市の権限
が及ばない道路について、当該区域
への一般車両の通行を制限する公安
委員会の権限を、整備計画の実施者
（市長）に権限移譲されたい。

権限移譲の支援措置を受
け、シャトルバス運行区域
内における一般車両の通行
禁止の措置を講じる。

シャトルバス運行区域内については、道路管理者
として市が権限を有しない道路があり、区域内す
べてにおいて、一般車両の通行を制限するために
は、神奈川県公安委員会の権限により、これを行
う必要がある、来客者の増加に伴う自然環境の悪
化を防止するためには、厳格な車両通行の制限が
必要不可欠であり、今後においても、来客者の
ニーズに対応した事業展開が求められることか
ら、権限移譲の必要性を強く求めるものである。

道路交通法第４条

都道府県公安委員会は、
信号機又は道路標識等を
設置し、及び管理して、
道路における交通の規制
をすることができる。

3

車両の通行止め等の交通規制は、交通管理の専門的な
知識、責任を有する警察が、交通の状況、う回路の有
無、周辺の交通規制の実施状況、交通事故の発生状
況、道路の形状等を勘案して、道路交通の安全と円滑
を確保する観点から実施する必要があり、交通管理に
関する専門的な知識、責任を有しない市長が道路ネッ
トワークの一部について車両の通行止め等の交通規制
を行うこととすれば、交通の流れに悪影響を与えた
り、交通事故を誘発したりするなど、交通の安全と円
滑の確保に重大な支障が生ずるおそれがある。警察と
しては、従前より、地域住民や道路利用者等の要望を
踏まえつつ、交通の安全と円滑が図られる適切な交通
規制の実施に努めているところであり、ご提案の車両
の通行止めについても、地域住民や道路利用者等が賛
同しており、道路交通の安全と円滑の確保の観点から
問題のないものであれば、実施することは可能である
とも考えられるので、所轄警察署に御相談していただ
きたい。

自然環境の悪化防止のためとい
う提案の趣旨を踏まえ、要望を
実現することができないか、再
度検討し、回答されたい。

3

都道府県公安委員会による交通規制は、「道路に
おける危険を防止し、その他交通の安全と円滑を
図り、又は交通公害その他の道路の交通に起因す
る障害を防止するため必要がある」（道路交通法
第４条第１項）ときに行われるものであり、ご提
案の趣旨である自然環境の悪化防止は、都道府県
公安委員会が交通規制を実施する目的である交通
公害等の防止に含まれるため、道路の交通に起因
する自然環境の悪化を防止するため必要があり、
地域住民や道路利用者等が賛同しており、道路交
通の安全と円滑の確保の観点から問題のないもの
であれば、都道府県公安委員会がご提案の車両の
通行止めを実施することは可能であるとも考えら
れるので、所轄警察署に御相談していただきた
い。

岐阜市 金華山・長良川ま
るごと博物館構想 1318 1318010 010040

道路占用・道路使用
および河川占用許可
権限移譲

限られた地区における総合的かつ統
一的まちづくりのための、道路占
用・道路使用および河川占用の許可
権限の市への移譲

地域全体を野外博物館（エ
コミュージアム）としての
回遊性を高め、まち歩き等
スローライフが味わえる地
域づくりを進めている。
当該地区では、夏に「手力
の火まつり・夏」「喜多郎
コンサート」など当該地区
の自然を生かした多様なイ
ベントが行われている。

　限られた地域でのイベントなどによるまちづく
りを推進する上で、許可権限移譲によって効率的
で統一の取れたまちづくりができるため

道路交通法第７７条

イベントのため道路を使
用する者は警察署長の許
可を受けなければならな
い。

3

道路使用許可は、車両通行止め等の交通規
制と一体となって、交通の安全と円滑を確
保するための制度であって、交通管理の責
任を有する警察が、その専門的な知識を活
用し、使用される場所の道路交通の状況を
踏まえながらその可否を判断する必要があ
り、交通管理の責任、知識を有しない警察
以外の機関に道路使用許可の権限を委ねる
ことはできない。なお、平成１５年度中
に、都道府県警察に対し、地域活性化に資
するイベント等に伴う道路使用の許可申請
にあたり、実施主体と都道府県警察や地域
住民、道路利用者等との調整・合意形成の
円滑化を図るために必要な事項等を明確化
するための通達を発出し、イベント等の円
滑な実現に貢献することとしている。

特色あるまちづくり推進という
観点から、要望を実現すること
ができないか、再度検討し、回
答されたい。

3

道路使用許可は、交通管理の責任と専門的な知識
を有する警察が一元的に行う必要があり、交通管
理の責任、知識を有しない警察以外の機関に道路
使用許可の権限を委ねることはできないが、平成
１５年度中に、都道府県警察に対し、地域活性化
に資するイベント等に伴う道路使用の許可申請に
あたり、実施主体と都道府県警察や地域住民、道
路利用者等との調整・合意形成の円滑化を図るた
めに必要な事項等を明確化するための通達を発出
することとしており、これにより、特色あるまち
づくりを推進するという観点から地域の合意に基
づいて行われるイベント等の円滑な実現に貢献す
ることとしたい。

岐阜市 まち再生プロジェ
クト構想 1323 1323020 010050

まちなかでのイベン
ト開催時の道路交通
法規制緩和

道路占用・道路使用許可権限を市へ
移譲

地域の活性化に寄与する
様々なイベントを道路空間
等で実施しやすくする。

まちなかの賑わい増進を目指したイベント開催時
の道路使用について、道路交通法において許可が
必要とされるが、その申請に時間がかかることが
多く、また、新しいイベントの開催については特
に慎重な協議がなされるために、許可権限を市へ
移譲することにより、個性あるまちづくりが可能
になるため

道路交通法第７７条

イベントのため道路を使
用する者は警察署長の許
可を受けなければならな
い。

3

道路使用許可は、車両通行止め等の交通規
制と一体となって、交通の安全と円滑を確
保するための制度であって、交通管理の責
任を有する警察が、その専門的な知識を活
用し、使用される場所の道路交通の状況を
踏まえながらその可否を判断する必要があ
り、交通管理の責任、知識を有しない警察
以外の機関に道路使用許可の権限を委ねる
ことはできない。なお、平成１５年度中
に、都道府県警察に対し、地域活性化に資
するイベント等に伴う道路使用の許可申請
にあたり、実施主体と都道府県警察や地域
住民、道路利用者等との調整・合意形成の
円滑化を図るために必要な事項等を明確化
するための通達を発出し、イベント等の円
滑な実現に貢献することとしている。

特色あるまちづくり推進という
観点から、要望を実現すること
ができないか、再度検討し、回
答されたい。

3

道路使用許可は、交通管理の責任と専門的な知識
を有する警察が一元的に行う必要があり、交通管
理の責任、知識を有しない警察以外の機関に道路
使用許可の権限を委ねることはできないが、平成
１５年度中に、都道府県警察に対し、地域活性化
に資するイベント等に伴う道路使用の許可申請に
あたり、実施主体と都道府県警察や地域住民、道
路利用者等との調整・合意形成の円滑化を図るた
めに必要な事項等を明確化するための通達を発出
することとしており、これにより、特色あるまち
づくりを推進するという観点から地域の合意に基
づいて行われるイベント等の円滑な実現に貢献す
ることとしたい。
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須賀川市 道路規制による街
中再生構想 1022 1022010 010060 道路交通法第７７条

第１項の規制緩和

許可対象要件を緩和するとともに、
イベントごとの許可申請ではなく、
年間を通じたイベント計画について
一回の許可申請で可能にする。

本地域には、平成１６年度
に全天候型イベント広場
（あきない広場）を建設す
ることとなっていることか
ら、これに合わせて、車の
乗り入れを規制して商店街
通りの歩行空間の確保を図
り、イベント等を多数開催
することにより、商店街の
賑いを取り戻し、地域経済
の活性化を図る。そのため
には、道路交通法の規制緩
和と道路法に基づく道路占
用許可の権限移譲が必要で
ある。

現状では、イベント等ごとに許可申請が必要なこ
とから事務等の手間がかかるため。 道路交通法第７７条

イベント等のため道路を
使用する者は警察署長の
許可を受けなければなら
ない。

5

道路使用の可否は、地域住民や道路利用者
等の意見を踏まえつつ、公益上又は社会慣
習上の要請と交通の安全と円滑への影響と
を総合的に勘案し、個別具体の事情に照ら
して判断すべきものであり、既にそのよう
な制度になっている。また、同一場所、同
一形態の行為について、一定の期間、包括
的に申請を受けることもできるので、所轄
警察署と相談していただきたい。なお、平
成１５年度中に、都道府県警察に対し、地
域活性化に資するイベント等に伴う道路使
用の許可申請にあたり、実施主体と都道府
県警察や地域住民、道路利用者等との調
整・合意形成の円滑化を図るために必要な
事項等を明確化するための通達を発出し、
イベント等の円滑な実現に貢献することと
している。

提案者の要望は、年間イベント
についての包括的な許可を求め
ているものであるが、これにつ
いて実現可能か、回答された
い。

３・５

イベント等に伴う道路使用許可については、警察
署長が、イベント等を実施しようとする場所の交
通の状況やイベント等の態様に応じて、個別具体
的にその可否を判断する必要があり、場所や形態
が異なるイベント等について年間を通じて包括的
な許可申請を受けることはできないが、同一場
所、同一形態の行為について、一定の期間、包括
的に申請を受けることは可能であるので、所轄警
察署と相談していただきたい。

会津若松市

城下町の回廊づく
り
（中心市街地の活
性化）

1042 1042020 010070 道路使用許可の容易
化・使用料の減免

道路敷地を活用して、お日市やフ
リーマーケット等の開催に当たり、
事務局の一括申請や、定期的なイベ
ントの場合は手続を簡素化するな
ど、道路使用許可申請手続の容易
化・迅速化を図る。
また、道路使用料を減免するなどし
て、個人出店の負担軽減を図り、出
店機会の増加を促進する。

会津地方最大のお日市であ
る「十日市」の開催エリア
の拡大し、来街者10万人の
更なる増加を図る。
・お日市の開催
各通り独自の趣向による道
路敷を活用したイベントの
開催によりより来街者と商
業者のコミュニケーション
を形成する。
・歩行者天国の定期的開催
・歩道を活用したフリー
マーケット

道路を利用したイベント等を開催する場合、道路
管理者の道路占用許可をえなければならず、道路
使用料が課せられる。
イベント出店者にとっては経費負担が大きく出店
を見合わせる場合があり、この対策として運営主
体者（商店街）が負担して実施している場合があ
る。
この使用料を減免することにより、出店者、運営
主体の経費節減が図られ、開催場所の拡大、開催
回数の拡大が図られ、より一層の活性化が促進さ
れる。

道路交通法第７７条

イベントのため道路を使
用する者は警察署長の許
可を受けなければならな
い。

2 Ⅴ

平成１５年度中に、都道府県警察に対し、
地域活性化に資するイベント等に伴う道路
使用の許可申請にあたり、実施主体と都道
府県警察や地域住民、道路利用者等との調
整・合意形成の円滑化を図るために必要な
事項等を明確化するための通達を発出し、
イベント等の円滑な実現に貢献することと
している。なお、道路使用許可申請の手続
に要する経費である道路使用許可申請手数
料については、許可事務手数料であり、道
路利用の対価ではないので、必要な事務経
費を下回る減免を都道府県の条例で定める
のは困難ではないかと考える。

会津若松市
地域再生マネー
ジャー制度等を活
用した観光振興

1043 1043010 010080 地域マネージャー制
度の導入等

国の地域再生マネージャー制度を活
用したマネージャーを配置や、フィ
ルムコミッション事業における道路
使用許可等の容易化・迅速化などに
よる会津地域の自然景観・観光資源
を活用。新たな人材の投入による経
営戦略の再構築、地域の活性化をめ
ざす。

地域再生マネージャー制度
の活用により地域の観光振
興の再生の鍵を握る旅行業
界の実務経験者等専門家で
ある同マネージャーの配
置。温泉地域におけるサー
ビス向上、旅行プランの設
定、温泉療養、ＰＲの強化
などによる活性化。フィル
ムコミッション事業におけ
る専門家の配置。観光事業
者への新たな経営戦略の提
供等を行なえる人材の配置
を推進し、地域の活性化を
図る。

会津地域においては、本年、ＮＨＫ大河ドラマ
「新選組！」の放映や野口英世博士が新千円札と
しての登場、ＪＲデスティネーションキャンペー
ンの決定など、会津地域は全国的に注目を集めて
いる時期であるといえる。これを千載一遇の機会
として捉え、後年における強固たる観光基盤を築
くためにも、地域の先導役ともなりうる地域再生
マネージャーが必要である。また、景気の低迷が
続く現状において観光関連事業者等にマネー
ジャーを派遣し、建て直しを図ることは重要とい
える。

道路交通法第７７条

映画ロケのため道路を使
用する者は警察署長の許
可を受けなければならな
い。

2 Ⅴ

平成１５年度中に、都道府県警察に対し、
地域活性化に資する映画ロケに伴う道路使
用の許可申請にあたり、実施主体と都道府
県警察や地域住民、道路利用者等との調
整・合意形成の円滑化を図るために必要な
事項等を明確化するための通達を発出し、
映画ロケの円滑な実現に貢献する。

映画撮影のための道路使用許可
については、特に許可までに長
期間を要する場合が多いとの指
摘があるが、貴庁の通達は、こ
うしたケースにも対応している
ものと解してよいか、回答され
たい。

2 Ⅴ

平成１５年度中に発出する通達においては、地域
活性化に資する映画ロケに伴う道路使用の許可申
請にあたり、実施主体と都道府県警察や地域住
民、道路利用者等との調整・合意形成の円滑化を
図るために必要な事項等を明確化することとして
おり、これにより映画ロケに伴う道路使用につい
て地域住民、道路利用者等の合意形成の円滑化が
図られることを通じて、映画ロケに伴う道路使用
許可についての事前相談から許可までに要する期
間の短縮も図られるものと考えている。

福島市
オープンカフェの
設置による地域再
生計画

1119 1119020 010090
道路の使用の許可申
請に係る手続きの容
易化・迅速化

　スムースな施設の有効活用を図る
ため、道路の使用の許可申請に係る
手続きの容易化・迅速化を図る。

オープンカフェを設置する
ことにより、中心市街地の
賑わいを創出することで、
経済の活性化と雇用の拡大
を行う。

現在オープンカフェ設置の希望があるが、利用手
続きが煩雑で、設置されるに至っていない。 道路交通法第７７条

オープンカフェの設置の
ため道路を使用する者は
警察署長の許可を受けな
ければならない。

2 Ⅴ

平成１５年度中に、都道府県警察に対し、
地域活性化に資するオープンカフェを含め
たイベント等に伴う道路使用の許可申請に
あたり、実施主体と都道府県警察や地域住
民、道路利用者等との調整・合意形成の円
滑化を図るために必要な事項等を明確化す
るための通達を発出し、オープンカフェを
含めたイベント等の円滑な実現に貢献する
こととしている。

愛知県
新城市

ＤＯＳ地域再生
プラン
（Do outdoor
sports）

1236 1236010 010100
創意工夫を生かした
イベントの実施によ
り賑わいを創出

県道・市道・林道の道路使用許可の
容易化・迅速化

ラリー・モトクロスの大会
開催のため道路使用 許可条件が厳しく許可までに日数を要する。 道路交通法第７７条

ラリー等のため道路を使
用する者は警察署長の許
可を受けなければならな
い。

2 Ⅴ

林道等を管理者から借り上げ、これを一般
交通に供しない状態にした上で行うラリー
等については、道路使用許可の対象外であ
り、既に実施されている例もみられるとこ
ろである。これに対して、一般交通の用に
供する道路においてラリー等を行う場合
は、道路使用許可が必要であるが、これに
ついては、平成１５年度中に、都道府県警
察に対し、カーレースに伴う道路使用の許
可申請にあたり、実施主体と都道府県警察
や地域住民、道路利用者等との調整・合意
形成の円滑化を図るために必要な事項等を
明確化するための通達を発出することとし
ている。
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新城市 「今夜は街に出か
けよう」構想 1237 1237030 010110 道路使用許可手続き

の簡素化
イベント等の行事開催時の道路使用
手続きを簡素化する。

対象地域の商店街組合が通
行止め等を計画した場合
は、届出だけで済むように
する。

中心商業地周辺は、バイパス道路が整備されてお
り、通行止めにより大きな影響を受けるのは、同
地域の商業者らに限られるため、道路使用の決定
は地域の事情にフレキシブルに対応できることが
望まれる。

道路交通法第７７条

イベント等のため道路を
使用する者は警察署長の
許可を受けなければなら
ない。

3

車両の通行止め等の交通規制は、交通管理
の専門的な知識、責任を有する警察が、交
通の状況、う回路の有無、周辺の交通規制
の実施状況等を踏まえて実施する必要があ
り、また、届出だけでは、著しく交通の妨
害となる行為が道路上で行われるおそれが
あることから、商店街組合が通行止め等を
計画した場合の道路使用許可を届出に替え
ることはできない。なお、平成１５年度中
に、都道府県警察に対し、地域活性化に資
するイベント等に伴う道路使用の許可申請
にあたり、実施主体と都道府県警察や地域
住民、道路利用者等との調整・合意形成の
円滑化を図るために必要な事項等を明確化
するための通達を発出し、イベント等の円
滑な実現に貢献することとしている。

神奈川県 国際観光県「かな
がわ」推進構想 1285 1285070 010120 映画等の撮影に関す

る手続の簡素化

フィルムコミッション推進のため、
道路、海岸等の使用許可申請等の手
続の簡素化

県内での撮影を促進するた
めに、市町村のフィルムコ
ミッションと連携し、映画
等の媒体による神奈川県の
情報の発信を図る。

映画等の撮影の際、道路等の使用許可の手続事務
が煩雑である。 道路交通法第７７条

映画ロケのため道路を使
用する者は警察署長の許
可を受けなければならな
い。

2 Ⅴ

平成１５年度中に、都道府県警察に対し、
地域活性化に資する映画ロケを含めたイベ
ント等に伴う道路使用の許可申請にあた
り、実施主体と都道府県警察や地域住民、
道路利用者等との調整・合意形成の円滑化
を図るために必要な事項等を明確化するた
めの通達を発出し、映画ロケを含めたイベ
ント等の円滑な実現に貢献することとして
いる。

映画撮影のための道路使用許可
については、特に許可までに長
期間を要する場合が多いとの指
摘があるが、貴庁の通達は、こ
うしたケースにも対応している
ものと解してよいか、回答され
たい。

2 Ⅴ

平成１５年度中に発出する通達においては、地域
活性化に資する映画ロケに伴う道路使用の許可申
請にあたり、実施主体と都道府県警察や地域住
民、道路利用者等との調整・合意形成の円滑化を
図るために必要な事項等を明確化することとして
おり、これにより映画ロケに伴う道路使用につい
て地域住民、道路利用者等の合意形成の円滑化が
図られることを通じて、映画ロケに伴う道路使用
許可についての事前相談から許可までに要する期
間の短縮も図られるものと考えている。

浜松市 世界都市浜松・地
域経済振興構想 1287 1287010 010130

商業利用を可能とす
る公共空間の占用，
使用主体及び占用，
使用施設等の緩和

占用・使用許可の緩和
・占用，使用主体の拡大（管理者，
地方公共団体が適切と認める団体
等）
・占用施設の制限緩和（地域経済の
活性化を目的に賑わいを創出する施
設）
・占用許可の期間の制限の緩和（占
用施設が地域における目的達成のた
めの期間を占用期間と設定する。）

公共空間及び公共施設にお
いて，商業利用が可能とな
るよう，施策の集中・連携
及び弾力的な運用をし，ア
ミューズメント施設や集会
場の設置，及び施設内にお
ける民間事業者の参入を図
る。
○地域経済の活性化のた
め，都市公園における民間
事業者の参入を図る。
新清掃工場水泳場において
は，PFI手法により事業を進
めているところであるが，
一部が都市公園に当たるた
め，施設への民間事業者参
入が困難な状況にあり，弾
力的な運用をさせていただ
きたい。
○地域経済の活性化のた
め，道路，河川敷等の空間
における民間事業者の参入
を図る。

　公共空間の利用については，利用者，利用内
容，利用期間等制限があり，活用が困難である。
地域の賑わいづくりに活用できるスペースとし
て，また，民間活力を導入して，より魅力ある空
間を形成し，多くの市民が訪れることは，事業地
のみならず，地域経済への波及効果は多大なもの
となる。

道路交通法第７７条

イベント等のため道路を
使用する者は警察署長の
許可を受けなければなら
ない。

2 Ⅴ

平成１５年度中に、都道府県警察に対し、
地域活性化に資するイベント等に伴う道路
使用の許可申請にあたり、実施主体と都道
府県警察や地域住民、道路利用者等との調
整・合意形成の円滑化を図るために必要な
事項等を明確化するための通達を発出し、
イベント等の円滑な実現に貢献することと
している。また、民間事業者等が、一時的
なイベント等に限らず、地域の合意に基づ
いて、継続的かつ反復的に街の賑わいに資
する多様な経済活動を行うことが可能とな
るよう、その許可に関し一層弾力的な透明
性の高い運用が図られるよう措置する。

飯山市
地域の宝を活かす
賑わい創出・旅産
業おこし

1311 1311060 010140
・イベント開催時に
おける道路：河川使
用許可等の簡素化

・地域の宝を活かしたイベント開催
において道路：河川使用許可等の簡
素化をお願いしたい。

・各地区での祭り、あるい
は河を使ったイベント、市
でおこなうイベントなどで
道路又は河川を使用するさ
いの許可申請の簡素化をお
願いしたい。

・イベント開催において道路使用、あるいは河川
使用のためには多くの煩雑なそして期間のかかる
許可が必要であるが、地域イベントを開催し、交
流人口を拡大するためには、緩和が必要。

道路交通法第７７条

イベント等のため道路を
使用する者は警察署長の
許可を受けなければなら
ない。

2 Ⅴ

平成１５年度中に、都道府県警察に対し、
地域活性化に資するイベント等に伴う道路
使用の許可申請にあたり、実施主体と都道
府県警察や地域住民、道路利用者等との調
整・合意形成の円滑化を図るために必要な
事項等を明確化するための通達を発出し、
イベント等の円滑な実現に貢献することと
している。
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浜松市
世界都市浜松・中
心市街地活性化構
想

1369 1369010 010150

　商業利用を可能と
する公共空間の占
用，使用主体及び占
用，使用施設等の緩
和

占用・使用許可の緩和
・占用，使用主体の拡大（管理者，
地方公共団体が適切と認める団体
等）
・占用施設の制限緩和（中心市街地
の活性化を目的に賑わいを創出する
施設）
・占用許可の期間の制限の緩和（占
用施設が地域における目的達成のた
めの期間を占用期間と設定する。）

○中心市街地活性化のため，準用
河川新川上の既に蓋掛けしてある
空間を利用し，賑わい及び安心，
安全に回遊できる空間を創出す
る。
　構造規模　鉄骨造平家建　延べ
面積約2,000㎡
　構成　　　店舗部分　約1,000
㎡　通路（モール部分）約1,000
㎡
　実施時期　平成17年度建設，平
成18年度開業
　実施主体　（仮）はままつＤＩ
Ｏ（浜松版ＴＭＯ）
効果
　賑わいの創出
　話題性と集客力により周辺商業
地との相乗効果が発揮される。
○中心市街地活性化のため，道路
(歩道）において，気軽に立ち寄
れるくつろぎの空間を創出する。
（オープンカフェ等の実施）
　構造等　ベンチ，テーブル等を
設置（必要に応じて飲食ブースを
設置）
　実施時期　週末に実施（予定）
　実施主体　（仮）はままつＤＩ
Ｏ（浜松版ＴＭＯ）
効果
　くつろぎ空間を創出することに
より，各商業施設への回遊性を高
める。
○中心市街地活性化のため，公園
等（広場を含む）において，にぎ

　公共空間の利用については，利用者，利用内
容，利用期間等制限があり，活用が困難である。
中心市街地内にある公共空間では，賑わいづくり
に活用できるスペースとして，また，民間活力を
導入して，より魅力ある空間を形成し，多くの市
民が訪れることは，事業地のみならず，中心市街
地全体への波及効果は多大なものとなる。

道路交通法第７７条

イベント等のため道路を
使用する者は警察署長の
許可を受けなければなら
ない。

2 Ⅴ

平成１５年度中に、都道府県警察に対し、
地域活性化に資するイベント等に伴う道路
使用の許可申請にあたり、実施主体と都道
府県警察や地域住民、道路利用者等との調
整・合意形成の円滑化を図るために必要な
事項等を明確化するための通達を発出し、
イベント等の円滑な実現に貢献することと
している。また、民間事業者等が、一時的
なイベント等に限らず、地域の合意に基づ
いて、継続的かつ反復的に街の賑わいに資
する多様な経済活動を行うことが可能とな
るよう、その許可に関し一層弾力的な透明
性の高い運用が図られるよう措置する

北海道滝川市商業都市の再生 1390 1390010 010160 道路使用許可の円滑
化、交通規制の緩和

地元商店街などが行う中心市街地活
性化イベント等における現行道路占
用許可や道路使用許可等の規制緩和

郊外型商業集積では提供で
きない独自の魅力づくりた
めに各種イベント等催しを
中心市街地におけるメイン
ロードで積極的に行いた
い。

道路の活用については、道路占用許可や道路使用
許可が必要なため、これら手続きの迅速化が図ら
れれば、効果的なイベント等企画･実践につなが
り、地域の賑わい効果も大きい。

道路交通法第７７条

イベント等のため道路を
使用する者は警察署長の
許可を受けなければなら
ない。

2 Ⅴ

平成１５年度中に、都道府県警察に対し、
地域活性化に資するイベント等に伴う道路
使用の許可申請にあたり、実施主体と都道
府県警察や地域住民、道路利用者等との調
整・合意形成の円滑化を図るために必要な
事項等を明確化するための通達を発出し、
イベント等の円滑な実現に貢献することと
している。

香川県 かがわ賑わい創出
構想 2016 2016040 010170

ﾌｨﾙﾑｺﾐｯｼｮﾝ事業実施
にかかる道路使用許
可の迅速、簡素化

　映像製作を行う際の、道路使用許
可を簡素化するとともに、許可に係
る日数を短縮させる。

　本来､映像製作にあたり、
もっとも時間と手間を要す
る道路等の使用許可申請を
簡素化､迅速化させ、ロケの
行いやすいまちをＰＲす
る。特に､香川ロケに際し
て、一度、使用許可された
道路に関しては、リスト化
することで、書類等の簡素
化、許可の迅速化を図る。

　本県は、他の自治体にさきがけ､フィルムコ
ミッション事業を実施しており､支援実績をあげ
ているところである。
映像製作にあたり、ロケ撮影を短期間で行なうこ
とを、制作サイドは望んでおり、フィルムコミッ
ション事業を推進する上で、警察署との連携のも
と、道路使用許可の簡素化、迅速化は最大の課題
である。

道路交通法第７７条

映画ロケのため道路を使
用する者は警察署長の許
可を受けなければならな
い。

2 Ⅴ

平成１５年度中に、都道府県警察に対し、
地域活性化に資する映画ロケを含めたイベ
ント等に伴う道路使用の許可申請にあた
り、実施主体と都道府県警察や地域住民、
道路利用者等との調整・合意形成の円滑化
を図るために必要な事項等を明確化するた
めの通達を発出し、映画ロケを含めたイベ
ント等の円滑な実現に貢献することとして
いる。

映画撮影のための道路使用許可
については、特に許可までに長
期間を要する場合が多いとの指
摘があるが、貴庁の通達は、こ
うしたケースにも対応している
ものと解してよいか、回答され
たい。

2 ｖ

平成１５年度中に発出する通達においては、地域
活性化に資する映画ロケに伴う道路使用の許可申
請にあたり、実施主体と都道府県警察や地域住
民、道路利用者等との調整・合意形成の円滑化を
図るために必要な事項等を明確化することとして
おり、これにより映画ロケに伴う道路使用につい
て地域住民、道路利用者等の合意形成の円滑化が
図られることを通じて、映画ロケに伴う道路使用
許可についての事前相談から許可までに要する期
間の短縮も図られるものと考えている。

神戸市 神戸国際集客観光
都市構想 2024 2024010 010180

ロケーションにおけ
る道路占用許可の手
続き簡素化

道路におけるロケーションについて
は、道路交通法第77条第1項第4号に
より、警察署長の許可を受けなけれ
ばならないこととなっているが、煩
雑な手続き、資料の提出を求められ
ることが多く、許可を受けるまで時
間がかかる。また、許可を受けられ
ないケースもある。そこで、あらか
じめ指定されたエリア、ルートにつ
いては、事前に許可基準を定め、そ
の基準を満たす場合には即時に許可
を受けることができることとする。

ロケーション撮影のために
許可手続きが簡略化された
「ロケーション・ルート」
（神戸大橋、浜手バイパス
等）、「ロケーション・エ
リア」（旧居留地、北野
等）「ロケーション・ビル
ディング」（税関、裁判所
等）を設定することによ
り、映像制作者に魅力ある
ロケーション環境を提供す
ることができ、ロケーショ
ン撮影誘致の大きなインセ
ンティブとなり、ロケー
ション撮影誘致件数の飛躍
的な増加が見込まれる。

道路におけるロケーション撮影については、道路
交通法第77条第1項第4号により、警察署長の許可
を受けなければならないこととなっているが、煩
雑な手続き、資料の提出を求められることが多
く、許可を受けるまでに相当の時間を要するだけ
でなく、許可を受けられないケースも多々ある。
ロケ地を決定するのに多大な時間を要し、さらに
はシナリオの変更を余儀なくされることもあり、
映像制作にとって大きなロスが発生している。許
可基準を明確化することにより、あらかじめロ
ケーション撮影が可能かどうか予想できるため、
ロケ地の決定が容易になる。また、道路でのロ
ケーション撮影については、道路使用者への事前
周知が課題となることが多いが、エリア、ルート
が指定されることにより、ロケーション撮影実施
の認知が高まり、事前周知の効果も期待できる。
また、国立の施設については、国有財産法第18条
第3項の規定により、施設管理者の判断により、
撮影の許可を受けることとなるが、許可について
の明確な基準がないため、道路と同様の問題点が
あるが、許可基準を明確化することにより、手続
きの簡素化が図れる。

道路交通法第７７条

映画ロケのため道路を使
用する者は警察署長の許
可を受けなければならな
い。

2 Ⅴ

道路使用の可否は、地域住民や道路利用者
等の意見を踏まえつつ、公益上又は社会慣
習上の要請と交通の安全と円滑への影響と
を総合的に勘案し、個別具体の事情に照ら
して判断すべきものであり、あらかじめ画
一的な許可基準を定めることは困難ではあ
るが、同一場所、類似形態の行為について
は、より迅速な許可手続を行うこととして
いる。なお、平成１５年度中に、都道府県
警察に対し、地域活性化に資する映画ロケ
を含めたイベント等に伴う道路使用の許可
申請にあたり、実施主体と都道府県警察や
地域住民、道路利用者等との調整・合意形
成の円滑化を図るために必要な事項等を明
確化するための通達を発出し、映画ロケを
含めたイベント等の円滑な実現に貢献する
こととしている。

映画撮影のための道路使用許可
については、特に許可までに長
期間を要する場合が多いとの指
摘があるが、貴庁の通達は、こ
うしたケースにも対応している
ものと解してよいか、回答され
たい。

2 Ⅴ

平成１５年度中に発出する通達においては、地域
活性化に資する映画ロケに伴う道路使用の許可申
請にあたり、実施主体と都道府県警察や地域住
民、道路利用者等との調整・合意形成の円滑化を
図るために必要な事項等を明確化することとして
おり、これにより映画ロケに伴う道路使用につい
て地域住民、道路利用者等の合意形成の円滑化が
図られることを通じて、映画ロケに伴う道路使用
許可についての事前相談から許可までに要する期
間の短縮も図られるものと考えている。
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三重県 観光による地域再
生 2058 2058060 010190 道路占用許可、道路

使用許可の弾力化

特定の地域について観光振興を目的
としたまちの景観形成を促進するた
め道路占用許可申請(道路法32条関
係)および道路使用許可（道路交通法
第７７条）について両手続きの統
合、届け出制への移行などの簡素合
理化を行う。

街路のオープンカフェ化や
フィルムコミッション活動
の活性化等を行う。

県内には地元の合意のもと古い町並みを残し、優
れた景観の形成に努力している地域が数多くある
が、道路の占有が規制されているため街路を町並
みの一部として活用することが難しく、自由な発
想に基づく地元の取組の妨げとなっているため。

道路交通法第７７条

オープンカフェ・映画ロ
ケのため道路を使用する
者は警察署長の許可を受
けなければならない。

2 Ⅴ

道路使用許可と道路占用許可の両方が必要
な場合については、一方の窓口に一括して
申請できる制度の活用を促進させるなどし
て、一層の簡素合理化を図る。なお、届出
だけでは、著しく交通の妨害となる行為が
道路上で行われるおそれがあることから、
道路使用許可を届出に替えることはできな
い。

映画撮影のための道路使用許可
については、特に許可までに長
期間を要する場合が多いとの指
摘があるが、貴庁の通達は、こ
うしたケースにも対応している
ものと解してよいか、回答され
たい。

2 Ⅴ

平成１５年度中に発出する通達においては、地域
活性化に資する映画ロケに伴う道路使用の許可申
請にあたり、実施主体と都道府県警察や地域住
民、道路利用者等との調整・合意形成の円滑化を
図るために必要な事項等を明確化することとして
おり、これにより映画ロケに伴う道路使用につい
て地域住民、道路利用者等の合意形成の円滑化が
図られることを通じて、映画ロケに伴う道路使用
許可についての事前相談から許可までに要する期
間の短縮も図られるものと考えている。

兵庫県・
西宮市

芸術文化あふれる
まちづくり構想 2099 2099090 010200 公共空間の活用の円

滑化

道路使用許可申請、道路占用許可申
請及び飲食店営業許可申請等の容易
化・迅速化等の支援

駅前広場、歩道、公園等の
公共空間におけるパフォー
マンス、パレード、ミニコ
ンサート等のイベント実施

街なかの公共空間を有効活用し、地域に賑わいの
創出と芸術文化の振興に役立てる。 道路交通法第７７条

イベント等のため道路を
使用する者は警察署長の
許可を受けなければなら
ない。

2 Ⅴ

平成１５年度中に、都道府県警察に対し、
地域活性化に資するイベント等に伴う道路
使用の許可申請にあたり、実施主体と都道
府県警察や地域住民、道路利用者等との調
整・合意形成の円滑化を図るために必要な
事項等を明確化するための通達を発出し、
イベント等の円滑な実現に貢献することと
している。

伊丹 伊丹郷町再生構想 2148 2148020 010210 ２．道路法、道路交
通法の主旨への対応

２．道路法に規定する内容のうち、
イベント等の使用や、それに伴う駐
輪場の設置等を交通の支障がない限
り認めるものとする。また、ＴＭＯ
が行う臨時的な店舗の設置も認め
る。

　道路として、補助を受け
た範囲のうち一部を除外
し、イベント広場とする。
　にぎわいづくりの中で、
ＴＭＯが露店の設置を含
め、歩行者天国を臨時的に
設置する。

警察の一時使用許可の条件緩和 道路交通法第７７条

イベント等のため道路を
使用する者は警察署長の
許可を受けなければなら
ない。

2 Ⅴ

平成１５年度中に、都道府県警察に対し、
地域活性化に資するイベント等に伴う道路
使用の許可申請にあたり、実施主体と都道
府県警察や地域住民、道路利用者等との調
整・合意形成の円滑化を図るために必要な
事項等を明確化するための通達を発出し、
イベント等の円滑な実現に貢献することと
している。

愛媛県

しまなみ海道住民
参加の手づくり観
光振興（観光・交
流・まちづくり）
構想

2151 2151020 010220 イベント等による賑
わいの創出

○イベント開催時の道路（自動車専
用道路を含む。）や海岸・河川占用
の申請の簡略化
○フィルムコミッション推進のた
め、自動車専用道路上での停車禁止
除外や自然公園区域内の自然海浜・
河川区域内にロケセット（仮設構築
物）を設置する際の許可基準の緩和

[具体的な取組み］
○道路（自動車専用道路を
含む。）や海岸・河川など
を活用したイベントができ
やすくなるよう手続きを簡
略化する。　　　○映画や
テレビ撮影などの際には自
動車専用道路内で停車して
撮影することを可能にす
る。また、自然公園区域内
や河川区域内にロケセット
を設置するについては、そ
の許可基準を緩和する。
[効　果]
○集客効果の増大に伴う観
光入込み客の増
○ロケ地としてのしまなみ
海道の魅力向上

○観光入込み客の増加を図るためには、起爆剤と
して適時におけるイベント開催が効果的である
が、当地域はしまなみ海道自体が観光資源である
こと、また海や河川といった地域に賦存する豊か
な自然を活用したイベントが効果的であることか
ら、イベント開催時の道路（自動車専用道路を含
む。）や海岸・河川占用の申請の簡略化が求めら
れる。
○映画やテレビ撮影などでは、橋上や自然海浜で
の撮影が不可欠なシーンがあり、自動車専用道路
上での停車禁止除外や自然公園区域内の自然海
浜・河川区域内にロケセット（仮設構築物）を設
置する際の許可基準を緩和することにより、ロケ
地としてのしまなみ海道の魅力が向上し、観光客
誘致に大きな効果を発現する。

道路交通法第７７条

イベント・映画ロケのた
め道路を使用する者は警
察署長の許可を受けなけ
ればならない。

2 Ⅴ

平成１５年度中に、都道府県警察に対し、
地域活性化に資する映画ロケを含めたイベ
ント等に伴う道路使用の許可申請にあた
り、実施主体と都道府県警察や地域住民、
道路利用者等との調整・合意形成の円滑化
を図るために必要な事項等を明確化するた
めの通達を発出し、映画ロケを含めたイベ
ント等の円滑な実現に貢献することとして
いる。なお、他の車両が通行している自動
車専用道路で停車して撮影する行為は危険
であると考える。
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北九州市
小倉都心・門司港
レトロ地区集客活
性化事業

2083 2083020 010230 道路使用許可基準の
緩和

道路区域内におけるイベント等は、
所轄警察署長の道路使用許可が必要
である。しかし、交通の安全と円滑
を確保する制度であることから、地
域的な例外を認めないなど、民間事
業者等が企画する賑わいづくりに対
して許可基準が厳しい部分もある。
オープンカフェや朝市など定期的又
は長期にわたる道路使用など、許可
基準の緩和をお願いする。

　道路敷地内におけるイベ
ント、オープンカフェや朝
市など、定期的又は長期に
わたる道路を利用した民間
事業者による占用（項目と
地域を限定）を許可できる
ようにする。
　公共空間として道路を積
極的に民間開放すること
で、集客拠点としての魅力
の向上が図られ、域内外か
らの集客に寄与する。

　中心市街地には、歩行者や車両の通行の支障が
少ない道路空間が多く存在しており、この空間を
最大限、民間に開放することが集客活性化の重要
な課題となっている。道路管理者、警察、地域住
民等利用者が事前にルール決めを行った活動に対
しては、より迅速に許可することが必要である。

道路交通法第７７条

イベントのため道路を使
用する者は警察署長の許
可を受けなければならな
い。

2 Ⅴ

道路使用の可否は、地域住民や道路利用者
等の意見を踏まえつつ、公益上又は社会慣
習上の要請と交通の安全と円滑への影響と
を総合的に勘案し、個別具体の事情に照ら
して判断すべきものであり、既にそのよう
な制度になっている。また、民間事業者等
が、一時的なイベント等に限らず、地域の
合意に基づいて、継続的かつ反復的に街の
賑わいに資する多様な経済活動を行うこと
が可能となるよう、その許可に関し一層弾
力的な透明性の高い運用が図られるよう措
置する。なお、平成１５年度中に、都道府
県警察に対し、地域活性化に資するイベン
ト等に伴う道路使用の許可申請にあたり、
実施主体と都道府県警察や地域住民、道路
利用者等との調整・合意形成の円滑化を図
るために必要な事項等を明確化するための
通達を発出し、イベント等の円滑な実現に
貢献することとしている。

個人 ひなボンボリと天
領夜祭 3028 3028010 010240 雛ボンボリと天領夜

祭

従来の観光課提案による観光協会経
由のイベントではなく、地域住民が
提案し、地域の力で行なう地域主体
のイベントとして、特別予算を組ん
でいただきたい。さらに使用する道
路が警察や河川管理局の管轄であ
り、特段の配慮をいただきたい。

１、雛ボンボリ２０００個
×５００円＝１００万円
２、宣伝広告費５０万円
３、道路使用許可

１、夜間のイベントで新しい消費層を狙う　２、
宿泊につながる高単価な商品開発　３、飲料業界
への好影響

道路交通法第７７条

イベント等のため道路を
使用する者は警察署長の
許可を受けなければなら
ない。

2 Ⅴ

平成１５年度中に、都道府県警察に対し、
地域活性化に資するイベント等に伴う道路
使用の許可申請にあたり、実施主体と都道
府県警察や地域住民、道路利用者等との調
整・合意形成の円滑化を図るために必要な
事項等を明確化するための通達を発出し、
イベント等の円滑な実現に貢献することと
している。

福島商工会議
所所

中心市街地活性化
イベントの規制緩
和

3035 3035010 010250 中心市街地活性化イ
ベントの規制緩和

中心市街地活性化を目的とした地域
のイベントを実施する場合、道路の
使用及び飲食店の出店にかかる許認
可を緩和し、地域経済の活性化を図
る。

中心市街地で実施されるイ
ベントについて、道路使用
及び飲食店の営業に関し
て、一元的な許認可と迅速
化を実施することにより、
イベントを実施しやすくな
ることにより、中心市街地
の賑わいが創出される。

現行の制度では、協認可の条件が厳しく、時間と
コストが負担となり、活発なイベントの実施が困
難となっている。

道路交通法第７７条

イベントのため道路を使
用する者は警察署長の許
可を受けなければならな
い。

2 Ⅴ

道路使用の可否は、地域住民や道路利用者
等の意見を踏まえつつ、公益上又は社会慣
習上の要請と交通の安全と円滑への影響と
を総合的に勘案し、個別具体の事情に照ら
して判断すべきものであり、既にそのよう
な制度になっている。また、民間事業者等
が、一時的なイベント等に限らず、地域の
合意に基づいて、継続的かつ反復的に街の
賑わいに資する多様な経済活動を行うこと
が可能となるよう、その許可に関し一層弾
力的な透明性の高い運用が図られるよう措
置する。なお、平成１５年度中に、都道府
県警察に対し、地域活性化に資するイベン
ト等に伴う道路使用の許可申請にあたり、
実施主体と都道府県警察や地域住民、道路
利用者等との調整・合意形成の円滑化を図
るために必要な事項等を明確化するための
通達を発出し、イベント等の円滑な実現に
貢献することとしている。

別府八湯竹瓦
倶楽部

別府八湯湯治場再
生及び別府八湯竹
瓦温泉路地裏散歩
エリア設定計画
（別府温泉・路地
裏再生プロジェク
ト）

3098 3098010 010260 道路使用許可の緩和

路地裏は道路にあたるため、イベン
ト開催にはその都度、道路交通法第
77条第１項に基づく道路使用許可を
受けることが必要である。しかしな
がら、道路使用許可には一週間程度
の期間が必要である上、実際に許可
が受けられるか否かの見通しが立ち
にくく、イベント開催のハードルを
高める要因になっている。そこで、
別府竹瓦温泉エリアにおいては、公
共交通に支障をきたさない範囲内
（使用するエリアの面積、道路数等
で客観的基準を設定）で行われる年
間イベントについて、警察署長の包
括的な許可を受けることができるよ
うにし、個別には警察署長に事前に
届け出ることで道路の使用ができる
ようにする。

竹瓦温泉界隈エリア（別府
市中心市街地商店街）
〔イベント〕
４月・温泉まつり（駅前通
りや周辺道路）、６月・オ
ンパク（温泉前通り等）、
８月・浴衣でピンポン大会
参加者８０００人（温泉前
通り等）、夏祭り盆踊り大
会他（駅前通り周辺）、１
０月・オンパク、路地裏文
化祭　平成１４・１５年度
参加者２万人程度（温泉前
通り等）、１２月・クリス
マスファンタジア会場まち
かど音楽会、忘年会シーズ
ン北浜通り歩行者天国（温
泉前通り等）
〔ウオ－キング関係〕
　路地裏散歩、毎日開催、

現状ではイベント開催の都度、道路使用許可を受
けることが必要であるが、道路使用許可には一週
間程度の期間が必要である上、実際に許可が受け
られるか否かの見通しが立ちにくく、イベント開
催のハードルを高める要因になっている。
年間を通して交通規制の申請を行うことで、関係
機関へあらかじめ交通規制の予告ができ、スムー
ズに実施できる可能性が高い。また、エリア内に
おける通過交通や違法駐車等をゆるやかに規制で
きる効果が見込める。さらに、高齢者や観光客が
安心して歩ける地域であるとの認識が生まれ、歩
行者に優しい地域づくりの協力体制の構築が見込
まれる。

道路交通法第７７条

イベントのため道路を使
用する者は警察署長の許
可を受けなければならな
い。

5

道路使用の可否は、地域住民や道路利用者
等の意見を踏まえつつ、公益上又は社会慣
習上の要請と交通の安全と円滑への影響と
を総合的に勘案し、個別具体の事情に照ら
して判断すべきものであり、既にそのよう
な制度になっている。また、同一場所、同
一形態の行為について、一定の期間、包括
的に申請を受けることもできるので、所轄
警察署と相談していただきたい。なお、平
成１５年度中に、都道府県警察に対し、地
域活性化に資するイベント等に伴う道路使
用の許可申請にあたり、実施主体と都道府
県警察や地域住民、道路利用者等との調
整・合意形成の円滑化を図るために必要な
事項等を明確化するための通達を発出し、
イベント等の円滑な実現に貢献することと
している。

提案者の要望は、年間イベント
についての包括的な許可を求め
ているものであるが、これにつ
いて実現可能か、回答された
い。

３・５

イベント等に伴う道路使用許可については、警察
署長が、イベント等を実施しようとする場所の交
通の状況やイベント等の態様に応じて、個別具体
的にその可否を判断する必要があり、場所や形態
が異なるイベント等について年間を通じて包括的
な許可申請を受けることはできないが、同一場
所、同一形態の行為について、一定の期間、包括
的に申請を受けることは可能であるので、所轄警
察署と相談していただきたい。
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神戸市 神戸国際集客観光
都市構想 2024 2024030 010270 自転車法の「自転車

等」の対象拡大

自転車法で規定している「自転車
等」について、道交法上の自動二輪
車を加えることにより、自治体が放
置された自動二輪を撤去することを
可能にする。

自転車法の「自転車等」の
定義に自動二輪車(125cc以
下）を加え、自治体による
撤去権限を与える。
・自治体は条例改正を行
い、放置禁止区域内の放置
自動二輪車も撤去できるこ
ととする。
・自治体は自転車等の撤去
にあたって、自転車・原
付・自動二輪を一斉に撤去
する事が可能になり、放置
の無い状況を維持すること
が出来る。

・現行の自転車法では、「自転車等」は道交法上
の自転車・原付と規定されており、このため自動
二輪車については自治体の撤去等の規制権限が及
ばない。
・このため、駅前等の放置自転車等の撤去を行っ
た際に，①自転車・原付が撤去されても，自動二
輪が撤去されないことの不公平感、　②自動二輪
が残ることにより再び自転車等の放置を誘発す
る、などの問題を生じている。

7

「自転車の安全利用の促進及び自転車等の駐車対策の
総合的推進に関する法律（以下「自転車法」とい
う。）」は、自転車利用における交通事故の増加、自
転車の無秩序な放置の増大等を背景として制定・改正
されたものであり、自転車に係る道路交通環境の整備
及び交通安全活動の推進、自転車の安全性の確保、自
転車等の駐車対策の総合的推進等に関し基本的な事項
を定めるとともに、地域の自主性に基づき、具体的な
撤去等の措置について地方公共団体の条例に委ねるこ
とを内容としているだけである。したがって自転車法
は地方公共団体が行う自動二輪車への措置をなんら妨
げてはおらず、地方公共団体は、その自主性に基づき
条例を定めて自動二輪車の撤去措置等を実施できると
考える。また、放置時自転車の撤去等は、自転車法第
5条第6項のとおり、条例をはじめとする他の「法令の
規定」に基づき、地方公共団体等が撤去に努めるべき
こととされていることから、同法第2条第2号に規定す
る「自転車等」の定義に自動二輪車を加えても、自転
車法それ自体が放置自動二輪車の撤去の根拠規定とは
なりえない。なお、例えば川崎市のように、地方公共
団体が地域の実情に応じて放置自動二輪車を撤去対象
とする条例を制定している実例も複数ある。

江戸川区
区道上の放置自動
車早期撤去処分構
想

1188 1188010 010280

区と警察の連携を強
化し放置自動車の早
期撤去処分を実現す
る。

①区と警察の協力・連携内容の明確
化・義務化の実現②駐車違反車と放
置自動車の概念の明確化③区道上の
放置自動車の撤去処分の前提となる
警察の「廃棄認定」についてその認
定基準の簡素化・早期認定化

区道上の放置自動車の撤去
処分の手続き①放置自動車
の発見・警告書等による公
示②警察による所有者等の
調査③所有者等に自主撤去
要請④自主撤去しない車両
について警察が廃棄認定
⑤④を受けて区が放置自動
車を撤去処分する。この一
連の手続きの迅速化が図ら
れる。

現在、放置自動車を区が撤去処分するためには警
察の「廃棄認定」が必要となっている。（道路法
第４４条の２）そして警察による「廃棄認定」が
簡素化・早期化されていないため多数の放置自動
車が区道上に放置された状態となっている。

上記要望で指摘されてい
る「廃棄認定」について
は、法令上の制度ではな
いが、「　「交通の障害
となっている路上放置車
両の処理方法について」
（建設省道交発第２５号
平成５年３月３０日付け
通達）に対する警察の対
応について」（警察庁丁
都交発第７９号、丁交指
発第３７０号、丁刑企発
第２０１号、丁生環発第
２６６号平成１１年１２
月１日付け通達）に基づ
き、道路管理者からの廃
棄認定車両判定協議の申

5

いわゆる路上放置車両の処理に関し、路上
放置車両が「廃棄車両」に該当するか否か
の判断については、道路管理者と警察との
間でなされる廃棄車両判定協議により行う
こととされている。上記の協議について
は、道路管理者から警察署長に対し、道路
管理者と警察署長との間で判断するに当
たっての指針を策定することが可能であ
り、本要望については、現行の取扱いによ
り実現可能である。

古殿町
流鏑馬の里づくり
による地域再生計
画

1364 1364010 010290 観光地の標識、案内
板等の様式統一化

　本町を訪れる観光客の利便性向上
のため、標識、案内板等の様式を統
一する。

　本町には景勝地、歴史的
施設等の観光地が各所に存
在するが、観光客への利便
性向上ため、様式を統一す
る。

　本町の案内標識は、現在統一性が無いため、観
光客に不便を来たしており、統一様式の案内標識
に変える必要があるため。

6

道路標識、区画線及び道路標示に関する命
令第4条第1項により、案内標識は道路法に
よる道路管理者が設置するものとしてい
る。

犬山市 犬山市城下町新生
構想 1009 1009020 010300

景観形成地区の道路
標識の規格に伴う施
策の利便性の向上等

本市は、街なみの保全及び育成、そ
の他都市の景観を維持及び創造し、
もってゆとりと潤い、愛着と活力の
ある美しいまちを実現することを目
的として、平成５年に都市景観条例
を整備している。特に中心市街地で
ある城下町地区は、都市景観重点地
区の指定とともに助成制度を活用
し、その形成に努めているところで
あり、都市計画道路の見直しと共
に、電線類の地中化や道路美装など
現在積極的に推進している。しか
し、電線類は地中化などによって現
行の施策によって対応可能である
が、道路上の交通標識は周景と不調
和のまま存在することとなる。画一
した標識ではなく、歴史的街なみに
合ったものが立てられるよう、施策
の利便性の向上並びに各種施策の連
携を求める。

一方通行、進入禁止、速度
制限など様々な標識が街に
溢れ、歴史的街なみ形成を
阻害している。他方、規制
標識は日常生活にとって不
可欠であることも事実であ
る。そこで、一定エリアを
定め、当該地区内は、視覚
的に著しく相違する場合を
除き、歴史的街なみに合っ
た標識を設置することを可
能とするか、もしくは、現
規格（道路標識、区画線及
び道路標示に関する命令）
に、全国画一の景観標識を
付加することにより、都市
景観に配慮した個性的な街
なみの整備が可能となる。

現行の施策においては、電線類は地中化などによ
り都市景観の形成を図ることとなっているが、道
路上の交通標識は周景と不調和のまま存在するこ
ととなる。画一した標識ではなく、歴史的街なみ
に合ったものが立てられるよう、施策の利便性の
向上並びに各種施策の連携を求める。画一した標
識ではなく、歴史的街なみに合ったものが立てら
れることによって、個性的な街なみ形成が可能と
なる。

道路交通法第4条

都道府県公安委員会は、
信号機又は道路標識等を
設置、管理して道路にお
ける交通の規制をするこ
とができる。

3

規制標識は、運転者に交通規制の内容を認
識させるために設置するものであるとこ
ろ、規制標識が景観に溶け込んだものとさ
れると、運転者による規制標識の視認性が
悪化し、その結果、交通規制の実効性が失
われ、道路交通の安全と円滑に重大な支障
を生ずるおそれがある。また、特定地域の
規制標識の様式が他の地域のものと異なる
こととなれば、他の地域からその特定の地
域に進入した運転者が交通規制の内容の理
解を誤り、その結果、交通規制の実効性が
失われ、道路交通の安全と円滑の確保に重
大な支障が生ずるおそれがある。さらに、
現在の規制標識の様式に全国画一の景観標
識を付加することとすれば、同一の規制内
容を示す2種類の様式の規制標識が多数設置
され、運転者を混乱させるおそれがある。

景観に配慮した個性的な街なみ
の整備という提案の趣旨を踏ま
え、要望が実現できないか、再
度検討し、回答されたい。

3

規制標識を景観に溶け込んだものとすることによ
り規制標識の視認性が悪化することや、新たな様
式の景観標識を設置することによりドライバーが
規制内容を誤認するおそれがあることなどを考慮
すると、規制標識を景観に溶け込んだものとする
ことや既存の規制標識の様式に全国画一の景観標
識を付加することは認められないが、道路標識の
柱については、道路標識の視認性を悪化させない
限り、景観に配慮した色彩を用いることは可能で
あり、また、道路標識の裏面についても、道路標
識として使用されていない場合は、景観に配慮し
た色彩を用いることは可能である。
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茨城県
県央地域ユニバー
サルデザイン推進
プロジェクト

1279 1279030 010310 交通バリアフリ－の
促進に対する支援

圏域全体のバリアフリー化を促進す
るため，国土交通省等の各種支援策
を広域的・集中的に実施する。

　圏域の公共施設（水戸駅
等圏域内の各駅，道路，路
線バス，その他公共施設
等）のバリアフリー化，ユ
ニバーサルデザイン化を短
期間で実施する。

　それぞれ策定する交通バリアフリー法に基づく
基本構想は，市町村それぞれが策定している。こ
れを圏域で策定することにより，広域的なバリア
フリー化・ユニバーサルデザイン化が可能にな
る。また，国土公通省等の補助・融資制度は数多
くあるが，これらを条件を緩和した上で，集中的
に実施することにより，圏域全体のバリアフリー
化・ユニバーサルデザイン化が短期に促進する。

高齢者，障害者等の公共交通
機関を利用した移動の円滑化
の促進に関する法律

本法に基づき旅客施設及
びその周辺の道路等に係
るバリアフリー化の推進
に係る基本構想が平成１
５年１２月末日までに１
１２の市町村で策定され
ており、都道府県公安委
員会は、市町村の基本構
想に即して、バリアフ
リー対応型信号機等の整
備を行っている。

5

交通バリアフリー法に基づく基本構想につ
いては、複数の市町村が共同して策定する
ことも可能である。また、基本構想に即し
たバリアフリー対応型信号機等の整備につ
いては、引き続き推進することとしてい
る。

愛知県、豊橋
市、蒲郡市、
田原市、御津
町

国際自動車産業交
流都市 1352 1352060 010320

国における外国人に
対する諸政策の一本
化

三河港地域を構成する自治体には、
外国人が多く居住し、自動車産業に
勤務する者も多い。外国人との共生
は今後のこの地域の重要な課題であ
るが、外国人に関わる各種制度が関
係省庁により個別に運営されている
ため、外国人にとって不便である。
そこで、入国管理をはじめとして査
証許可や医療・保険・教育等の外国
人に関連する施策について国におい
て窓口を一元化するなど総合的な対
応を図る。これにより、在住外国人
も日本人と同様に生活し働ける多文
化共生社会を整備することで、在住
外国人の日本における長期的生活設
計が可能となり、不動産の購入や教
育支出など経済効果が期待できると
ともに、外国人の企業による雇用の
増大が期待できる。

国において、多文化共生推
進のための基本方針の策定
や、それを実現するため諸
課題に取組み下記の省庁間
の調整を行うための統括窓
口を設置する。
①入国・在留審査・管理(法
務省）
②査証発給（外務省）
③日本語教育、子女教育(文
部科学省）
④医療保険、年金、雇用管
理(厚生労働省）
⑤地方自治体への支援等(総
務省）
⑥不法滞在者・治安対策(警
察庁）

外国人の長期滞在化・永住化傾向が高まってお
り、地域の一員として生活するようになること
で、教育・保険・医療など現行の法制度では対応
しきれない多くの問題が発生している。また、国
においてこれら外国人の長期滞在化・永住化に対
応する基本方針が明らかでなく、対応する総合窓
口等も存在しないため、地方公共団体においてこ
れらの問題への対応が困難となっている。

警察法を始めとする各種法令
等

　警察においては、警察
法に定められたその責務
を果たすべく、その権限
に従い、犯罪の予防、鎮
圧及び捜査、被疑者の逮
捕等の各種警察活動を
行っている。

2 Ⅶ

　警察においては、「38.制度等の現状欄」
に記載のとおり、捜査体制の充実・強化、
関係機関とのより緊密な連携等の施策を推
進することにより、来日外国人による事件
の検挙、犯罪の未然防止に努めているとこ
ろであり、今後とも治安の維持・向上に努
めていく。

提案者の要望は、外国人に対す
る諸政策一本化のための、省庁
間の調整を行うための総括窓口
設置を要望しているものであ
り、これについて検討し、回答
されたい。

3

個々の外国人に対する「相談窓口」の設置につい
ては不可能ではないと考えられるものの、個々具
体的な制度、すなわち31欄の⑥のうち、警察業務
のごときものは、外国人や日本人の区別なく行わ
れているものであり、外国人に特化した「窓口の
一本化」にはなじまないものと考えられる。な
お、警察においては、捜査体制の充実・強化のほ
か、関係機関と緊密な連携による各種施策の推進
に努めており、今後ともその充実に努めることと
しているところである。

愛知県
あいち・なごやモ
ノづくり産業振興
構想

1354 1354040 010330
国における外国人に
対する諸政策の一本
化

名古屋圏には、外国人が多く居住し
ているが、外国人との共生は今後の
この地域の重要な課題であるが、外
国人に関わる各種制度が関係省庁に
より個別に運営されているため、外
国人にとって不便である。そこで、
入国管理をはじめとして査証許可や
医療・保険・教育等の外国人に関連
する施策について国において窓口を
一元化するなど総合的な対応を図
る。これにより、在住外国人も日本
人と同様に生活し働ける多文化共生
社会を整備することで、在住外国人
の日本における長期的生活設計が可
能となり、不動産の購入や教育支出
など経済効果が期待できるととも
に、外国人の企業による雇用の増大

国において、多文化共生推
進のための基本方針の策定
や、それを実現するため諸
課題に取組み下記の省庁間
の調整を行うための統括窓
口を設置する。
①入国・在留審査・管理(法
務省）
②査証発給（外務省）
③日本語教育、子女教育(文
部科学省）
④医療保険、年金、雇用管
理(厚生労働省）
⑤地方自治体への支援等(総
務省）
⑥不法滞在者・治安対策(警
察庁）

外国人の長期滞在化・永住化傾向が高まってお
り、地域の一員として生活するようになること
で、教育・保険・医療など現行の法制度では対応
しきれない多くの問題が発生している。また、国
においてこれら外国人の長期滞在化・永住化に対
応する基本方針が明らかでなく、対応する総合窓
口等も存在しないため、地方公共団体においてこ
れらの問題への対応が困難となっている。

警察法を始めとする各種法令
等

　警察においては、警察
法に定められたその責務
を果たすべく、その権限
に従い、犯罪の予防、鎮
圧及び捜査、被疑者の逮
捕等の各種警察活動を
行っている。

2 Ⅶ

　警察においては、「38.制度等の現状欄」
に記載のとおり、捜査体制の充実・強化、
関係機関とのより緊密な連携等の施策を推
進することにより、来日外国人による事件
の検挙、犯罪の未然防止に努めているとこ
ろであり、今後とも治安の維持・向上に努
めていく。

提案者の要望は、外国人に対す
る諸政策一本化のための、省庁
間の調整を行うための総括窓口
設置を要望しているものであ
り、これについて検討し、回答
されたい。

3

個々の外国人に対する「相談窓口」の設置につい
ては不可能ではないと考えられるものの、個々具
体的な制度、すなわち31欄の⑥のうち、警察業務
のごときものは、外国人や日本人の区別なく行わ
れているものであり、外国人に特化した「窓口の
一本化」にはなじまないものと考えられる。な
お、警察においては、捜査体制の充実・強化のほ
か、関係機関と緊密な連携による各種施策の推進
に努めており、今後ともその充実に努めることと
しているところである。

浜松市
世界都市浜松・中
心市街地活性化構
想

1369 1369020 010340
まちづくりに応じた
交通政策への支援体
制の確立

横断歩道，交通規制標識等をはじめ
とする道路施設の設置は，交通安
全・円滑の観点から，道路交通法及
び道路法により，公安委員会と調整
を図ることとされている。しかし，
道路交通に関する市民からの要望
は，市へ寄せられ，そこから地元警
察へ要望する場合が多く，地域住民
と一体となった交通政策が図られに
くい状況にある。現在のまちづくり
の主流となっている，誰にもやさし
いまちづくりの観点から，住民意見
を反映させるため，道路施設の設
置・廃止にかかる，パブリックイン
ボルブメントやパブリックコメント
など協議の場の設置を進めるととも
に，道路においてもまちづくりの方
針や将来像を加味した施策に対応し
た，歩行者空間のより一層のユニ
バーサルデザイン化を推進するため
の支援をお願いする。

道路空間の回遊性の向上の
ため，歩行者導線の連続性
や歩きやすさを創出させる
ために，中心市街地に横断
歩道を設置するなど歩行者
環境の改善を図る。《横断
歩道設置希望箇所》①主要
地方道浜松停車場線　松菱
前②国道152号　市役所前③
主要地方道浜松停車場線
郵便局前

都道府県公安委員会は、信号機又は道路標識等を
設置、管理して道路における交通の規制を実施し
ている。計画区域内における道路施設の設置・廃
止については，今後とも公安委員会と継続して協
議をお願いするが，本市はすべての人が暮らしや
すいユニバーサルデザインのまちづくりを進めて
いることから，協議に住民意見も含めた方法を採
用するなど，円滑な事業推進を図る。

道路交通法第4条

都道府県公安委員会は、
信号機又は道路標識等を
設置、管理して道路にお
ける交通の規制をするこ
とができる。

5

道路交通に関する要望は、各都道府県警察
のホームページ等において、道路標識・標
示等に関する国民の意見を受け付けるシス
テムとして道路標識意見箱（標識ＢＯＸ）
が平成元年から設けられている。また高齢
者や身体障害者等の方も含め、様々な人の
意見等を吸収し、誰もが安心して利用でき
る道路交通環境をづくりを行い、交通の安
全を確保することを目的とした交通安全総
点検を平成９年から実施しているところで
ある。さらに、平成１５年７月から、構造
改革特区制度に基づく特例措置として、地
方公共団体が構造改革特別区域計画の認定
を受けた場合は、地域住民、道路利用者、
地方公共団体の職員、警察、道路管理者等
から構成される協議会が作成したまちづく
りの計画に基づき、当該計画の対象区域に
おいて、高齢者、身体障害者等を含めた歩
行者が安心して通行することのできる道路
交通環境を整備するための交通規制を行う
こととしているところである。各都道府県
警察が窓口となったこれらの取り組みによ
り、国民の意見等を交通規制に反映させて
いる。
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名
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a.地域
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番号

b.支援措置
提案事項管
理番号

c.管理
コード

27.地域再生のための
支援措置に係る提案

事項
（事項名）

28.地域再生のための支援措置に係る
提案事項の内容 31.具体的事業の実施内容 32.提案理由 37.提案事項に関連する法

令、告示、通達等の定め 38.制度等の現状
39.措置
等の分
類

40.措置
等の方
法

41.措置等の概要（対応策） 44.地域再生推進室から各府省庁へ
の再検討要請

45.「措
置等の分
類の見直
し

46.措置
等の内容
の見直し

47.再検討要請に対する各府省庁からの回答

浜松市
世界都市浜松・ユ
ニバーサルデザイ
ン構想

1370 1370010 010350
ユニバーサルデザイ
ンを考慮した交通体
系への支援・協力

道路施設の設置は，交通の安全・円
滑の観点から，道路交通法及び道路
法により，公安委員会と調整を図る
こととされている。歩行者空間のよ
り一層のＵＤ化を推進するための支
援として，まちづくりの方針や将来
像を加味した施策への対応をお願い
するとともに，誰にもやさしいまち
づくりの観点から住民意見を反映し
た道路施設（横断歩道・交通規制標
識等）の設置及びユニバーサルデザ
イン化を推進する。

歩行者が平面交差できない
ことが歩行者の回遊性を阻
害しているため，主要な歩
行ルート上に横断歩道を設
置するとともに，既設の立
体横断施設（地下道，歩道
橋など）との併用による連
続性ある平面移動を実現す
る。ユニバーサルデザイン
のまちづくりを推進し，歩
行者導線の連続性や歩きや
すさを創出するために，道
路の平面交差化や段差の解
消，休憩所の設置など歩行
者環境の改善に向けた整備
を推進する。また，道路
法，道路交通法にユニバー
サルデザインの視点を加え
る。

中心市街地は，歩行者通行量が多いにもかかわら
ず，公安委員会との協議の中で，まちづくりの方
向性及び将来像よりも，交通の安全・円滑の観点
から歩車分離の道路設計が進められ，車両優先と
なっているのが現状である。本市は，すべての人
が暮らしやすいユニバーサルデザインのまちづく
りを進めていることから，目的地まで安全で快適
な移動を可能とする，道路の歩行環境整備を求め
る。

道路交通法第4条

都道府県公安委員会は、
信号機又は道路標識等を
設置、管理して道路にお
ける交通の規制をするこ
とができる。

5

道路交通に関する要望は、各都道府県警察
のホームページ等において、道路標識・標
示等に関する国民の意見を受け付けるシス
テムとして道路標識意見箱（標識ＢＯＸ）
が平成元年から設けられている。また高齢
者や身体障害者等の方も含め、様々な人の
意見等を吸収し、誰もが安心して利用でき
る道路交通環境をづくりを行い、交通の安
全を確保することを目的とした交通安全総
点検を平成９年から実施しているところで
ある。さらに、平成１５年７月から、構造
改革特区制度に基づく特例措置として、地
方公共団体が構造改革特別区域計画の認定
を受けた場合は、地域住民、道路利用者、
地方公共団体の職員、警察、道路管理者等
から構成される協議会が作成したまちづく
りの計画に基づき、当該計画の対象区域に
おいて、高齢者、身体障害者等を含めた歩
行者が安心して通行することのできる道路
交通環境を整備するための交通規制を行う
こととしているところである。各都道府県
警察が窓口となったこれらの取り組みによ
り、国民の意見等を交通規制に反映させて
いる。

東広島市 合併に伴う都市機
能の再編成 2039 2039070 010360 国合同庁舎建設のた

めの省庁間の調整
各地方機関の合同庁舎の早期建設の
ための各省庁間の調整。

各地方機関の施設・敷地の
狭隘化の解消を図るため、
中心市街地への合同庁舎建
設。

地方機関が市内各所にバラバラに存在しており、
また、施設・敷地の狭隘化が課題となっている。 6 当庁単独による回答は不可能

西郷町
観光を機軸に交
流・産業を創出す
るまち

2066 2066100 010370 サイン設置の一本化
交通看板、観光看板を国・県・町、
民間にこだわらず設置及びそのデザ
インを一本化する。

関係各機関や民間との協議
により、新規サイン設立の
際には費用分担等を行うこ
とで交通規制看板、観光案
内看板等の共同利用ができ
るようにする。またデザイ
ンも統一し自然景観にマッ
チした隠岐の観光のイメー
ジアップを図るとともに、
安全で安らぎのある歩行空
間を創出する。

現状では交通規制看板、観光案内看板等の乱立や
デザインの不統一で、景観への悪影響や歩行者の
妨げになっている。これを一本化し景観にマッチ
した分りやすく安全なものに改善する必要があ
る。

道路交通法第4条

都道府県公安委員会は、
信号機又は道路標識等を
設置、管理して道路にお
ける交通の規制をするこ
とができる。

3

規制標識等は、運転者に交通規制等の内容
を認識させるために設置するものであると
ころ、規制標識等を他の看板等と一本化す
るという意味が必ずしも明らかではない
が、運転者による規制標識等の視認性が悪
化し、その結果、交通規制の実効性が失わ
れ、道路交通の安全と円滑に重大な支障を
生ずるおそれを考慮する必要がある。ま
た、島内において、規制標識等の様式が他
の地域のものと異なることとなれば、島外
から来た運転者が交通規制の内容の理解を
誤り、その結果、交通規制の実効性が失わ
れ、道路交通の安全と円滑の確保に重大な
支障が生ずるおそれがある。

景観に配慮した個性的な街なみ
の整備という提案の趣旨を踏ま
え、要望が実現できないか、再
度検討し、回答されたい。

3

規制標識等を他の看板等と一本化するという意味
が必ずしも明らかではないが、規制標識を景観に
溶け込んだものとすることにより規制標識の視認
性が悪化することや、異なる様式の規制標識を設
置することによりドライバーが規制内容を誤認す
る恐れがあることなどを考慮すると、景観に溶け
込んだ規制標識の設置や既存の規制標識と異なる
様式の規制標識の設置は認められないが、道路標
識の柱については、道路標識の視認性を悪化させ
ない限り、景観に配慮した色彩を用いることは可
能であり、また、道路標識の裏面についても、道
路標識として使用されていない場合は、景観に配
慮した色彩を用いることは可能である。

長野県
コモンズの視点か
らの観光･都市圏交
流型産業の推進

1070 1070040 010380
交流型事業に係る無
資格・無許可有償輸
送の特例

　公共交通機関の未発達な地域で、
宿泊者を自家用車で交流型事業実施
場所へ輸送する場合に道路交通法の
第2種免許及び道路運送法の許可の適
用除外とする。

　ウォーキング、トレッキ
ング、登山、サイクリン
グ、グリーンツーリズムな
どは公共交通機関が未発達
な地域で行われることが多
いから、宿泊場所から交流
型事業実施場所への輸送等
を自家用車で可能にする。
このことにより来訪者に
とって利便性は高まり来訪
者の増加が期待できると共
に、当該地域の住民の多く
が交流型事業に参加でき、
また、報酬を得ることに
よって地域経済の活性化に
資する。

現状は、料金を取る場合には、道路交通法の2種
免許と道路運送法の事業許可が必要であるが、こ
れらが不要になれば、地域の誰でもが、来訪者に
応対することができる。この結果、来訪者にとっ
て利便性が高まり円滑な交流型事業が可能とな
り、来訪者が増える。

6
自家用自動車による有償輸送を規制してい
るのは、道路運送車両法であり、道路交通
法ではない。

長野県
コモンズの視点か
らの観光･都市圏交
流型産業の推進

1070 1070060 010390
宿泊施設、体験施設
等における観光案内
（白タク）の特例

公共交通機関の未発達な地域におい
て、宿泊施設及び体験施設の職員等
が、その利用者に対して有償で、周
辺の観光案内を行う場合、または、
自らの施設までの送迎を行う場合の
輸送について、道路交通法の第2種免
許及び道路運送法の許可の適用除外
とする。

宿泊施設及び各種体験施設
の職員等は、その多くが地
域の状況に精通している。
これらの者が自家用車で周
辺の観光案内を行うことに
より、より深く地域の自
然・文化等を伝えることが
でき、来訪者への満足度も
高め、リピーターの増加に
もつながると期待される。

宿泊施設及び体験施設を利用した来訪者が、さら
に深くその地域の自然・文化等についても知りた
い、体験したいというニーズがあった場合など
に、当措置の需用があると思われる。特に来訪者
が学生などの場合は、交通手段の問題もあるた
め、当該措置が有効と思われる。

6
自家用自動車による有償輸送を規制してい
るのは、道路運送車両法であり、道路交通
法ではない。
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月舘町
国有施設の開放・
有効活用による地
域再生計画

1082 1082010 010400
国の機関・施設、遊
休国有地等の利活用
規制の緩和

国の機関・施設、遊休国有地等の利
活用を図り、その使用に当たっての
規制を大幅に緩和する。

国の機関・施設、遊休国有
地等は、自由に使えること
を市区町村や住民にＰＲす
る。その使い方やアイデア
は住民に委ねる。当然、管
理上問題ないよう、義務も
負ってもらうのは当然であ
る。申告許可制でなく、届
出制で。

おそらく、現状は「私的」なものには使用させな
いであろうし、申請主義で、その内容も「あれ出
せ、これを添付しろ、期間がどうの、内容が」と
か事細かで、結局なんやかや「使用させない」方
向に持っていこうとしているのでは。役所は問題
がないほうが楽だから。地域再生を目指すからに
は、多少のリスクは必要。住民活動支援、性善説
で。

6
国有施設等の使用について規定した国有財
産法等は当庁の所管ではないので、一次的
に回答できる立場にない。

美浜町
自助・自立の地
域、そして町づく
り

1302 1302050 010410 パラグライダー(エン
ジン付き)の飛行制限

パラグライダー(エンジン付き)の飛
行制限

パラグライダー(エンジン付
き)の飛行制限

町の地場産業である観光、特に夏の海水浴客は、
地元観光業者の努力にもかかわらず年々減少して
いる。それらを側面から援助するため、パラグラ
イダーの飛行を制限する規制を新たに設けていた
だきたい。

6 パラグライダーによる飛行に関する規制
は、当庁の所管ではない。

東広島市 合併に伴う都市機
能の再編成 2039 2039060 010420 国の各地方機関の行

政管轄区域の統一

市内における国の各地方機関の行政
管轄区域の統一する方針の決定と統
一までの期限の設定。

合併に伴う新市域内で行政
管轄区域を統一することの
政府の方針決定を求めると
ともに、これが迅速に行わ
れるために期限の設定を行
う。

合併後の新市の一体性の強化や住民の利便性の向
上を図るため、これらの管轄区域を同一にするこ
とが必要である。

警察法第５３条
警察法施行令第５条 6

警察法第５３条、警察法施行令第５条によ
り、警察署の管轄区域は、各都道府県が人
口、他の官公署の管轄区域、交通、地理そ
の他の事情を参しゃくして決定しており、
市町村合併に伴う対応についても、都道府
県警察の判断により対応しているものであ
る。

松山市
『坂の上の雲』
フィールドミュー
ジアム構想

2044 2044030 010430

自治体提案の「(仮
称)○○市無電柱化推
進計画｣に基づく電線
類地中化五ヵ年計画
の策定

従来の道路管理者毎の計画から都市
計画としての戦略的な自治体提案型
計画にシフトし、効率的かつ効果的
な地中化整備を推進する。

自治体が短中期（概ね10年
以内）の地中化路線計画を
提案し、国・県の道路管理
者と調整後、「(仮称)○○
市無電柱化推進計画｣を策定
し、その後、ブロック別電
線類地中化協議会において
決定する仕組みにする。

都市景観の整備は、本来自治体が目指していく都
市像の構築の骨格を構成する要素であるため、自
治体が計画調整することが望ましい。特に、都市
観光を振興する本市の景観整備においては、短期
集中投資による経済効果が見込まれるものと考え
ている。

6 提案に係る支援措置について、当庁が所管
する制度では該当するものがない。

加世田市 人と自然の「往
来」地域再生構想 2097 2097040 010440

特殊自転車の一般公
道における通行を可
能とする関係法令の
特例措置

　市町村長が認めた指定期間及び指
定区域内において、特殊自転車（２
人乗り自転車及びベルタクシー等）
の一般公道での通行を可能とする道
路交通関係法の特例措置

　本地域で実施するイベン
トの区域内及び指定したサ
イクリングコース内におけ
る特殊自転車（２人乗り自
転車及びベルタクシー等）
の走行。

　一般公道を使用したイベントやサイクリング等
の事業を実施した場合、自転車の一般公道への乗
り入れは普通自転車に限定されることから、参加
者は健常者に限定され、幼児や高齢者、心身障害
者等の参加を阻害している。
　イベント等において、安全性を確保したうえで
一般公道においても特殊自転車の乗り入れを可能
にすることにより、本市が推進する自転車を活用
したまちづくりへの取り組みが容易となり、本地
域の活性化が図られる。

道路交通法第６３条の３
道路交通法第５７条第２項
道路交通法施行規則第９条の
２

道路交通法上、普通自転
車の大きさ、構造等の基
準は路交通法施行規則第
９条の２で定められてい
る。道路交通法第３章第
１３節において、自転車
の交通方法の特例が規定
されており、その中で、
さらに普通自転車につい
ては、一定の歩道を通行
できる等の特例が認めら
れている

8

道路交通法上、普通自転車（車体の大きさ
及び構造が総理府令で定める基準に適合す
る二輪又は三輪の自転車で、他の車両を牽
引していないもの）の基準を満たさない自
転車であっても、自転車の通行方法に従
い、道路上を通行をすることは可能であ
り、「自転車の一般公道への乗り入れは普
通自転車に制限される」というのは事実誤
認である。いわゆる二人乗り自転車やベロ
タクシーについても、軽車両の乗車人員の
制限を定めた各都道府県の公安委員会規則
の範囲内で認められる。なお、道路交通法
上、普通自転車は一定の歩道を通行できる
などの特例が認められることから、普通自
転車の基準は、歩道の幅員、自転車の利用
の実態等を勘案して定めており、普通自転
車の基準を満たさない自転車につき、普通
自転車と同様の特例を認めることは、道路
交通上の危険防止の観点から認められな
い。

水屋グループ
と西東京市役
所防災課との
共同提案（現
在進行中）

日本の新しい防災
予防対策整備の強
化策ならびに、地
域住人の防災への
意識改革地元商工
業の活性化及び構
造改革。

3057 3057010 010450

各市の公共施設に備
える飲用水整備を図
る為自治体レベルで
の予算支援

各市における財源不足による防災予
算が取れない為、防災整備の遅れが
目立ちます。地域住人の意識改革や
酒販店の意識改革及び構造改革の促
進のためにも必要最低限の支援措置
を考慮願います。日本における地下
水の汚染、緊急井戸に指定されてい
る場所でも飲用不適が目立ち、緊急
時の安全な飲用水の確保がこの先必
ず不足していくことでしょう。対策
整備には時間が相当かかるので国よ
りなんらかの対策を願います。

西東京市と西東京市小売酒
販組合との協力協定書を添
付しておりますが、地域あ
りとあらゆる場所に最低
1400箱のピュアウォーター
18㍑箱入りを備えるものと
し、ランニングストックと
いう一切無駄のない体制整
備が実現いたします。この
事業の理念は、意識改革な
主な事業ですがペットボト
ル等のゴミ問題、減量化。
資源の再利用、再活用も念
頭におき、地域住人のリサ
イクル活動の促進や飲用水
の重要性なども普及してい
くためです。

基本概念は、公共施設及び、地域住人各家庭にお
ける飲用水の確保は事業者負担、各家庭負担を薦
めております。しかし意識改革にはそれ相当の期
間を有するためいち早く体制整備を図る為、住人
の目立つ場所だけでも備えていく必要性はあると
思います。

6
飲料水確保のための各自治体の予算措置に
ついては当庁の所管業務の範疇ではなく、
意見を述べる立場にない。
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別府八湯竹瓦
倶楽部

別府八湯湯治場再
生及び別府八湯竹
瓦温泉路地裏散歩
エリア設定計画
（別府温泉・路地
裏再生プロジェク
ト）

3098 3098050 010460 風俗営業法の改正

旅館業は風俗営業法に基づく風俗営
業に含まれるものとして取り扱わ
れ、同法３条第１項の許可を得なけ
ればならないが、同法第４条第２項
の営業制限地域（施行令第６条の基
準に従って各都道府県の条例により
病院の周囲の区域が指定）に所在す
る場合には新たに許可ができないこ
ととされている。しかし、古くから
滞在型の温泉治療・療養（湯治）の
場として賑わってきた別府八湯で
は、この営業制限に該当するような
病院と旅館の混在が多く、これらの
旅館が病院の風紀を乱すような実態
はない。これらの旅館の多くが厳し
い経営環境下で廃業も見込まれてい
る中、廃業後もこれらの旅館が新た
な経営者を得て再生することができ
るよう、営業制限地域についても一
律に新たな許可を禁止するのではな
く、風紀を乱すような業態のもの以

旅館の多くが厳しい経営環
境下で廃業も見込まれてい
る中、廃業後もこれらの旅
館が新たな経営者を得て再
生することができるような
事業展開を可能とする

旅館の多くが厳しい経営環境下で廃業も見込まれ
ている中、廃業後もこれらの旅館が新たな経営者
を得て再生することができるようしていくため、
風俗営業法の改正により、病院周辺でも営業可能
とする。
それにより、有効な施設利用や新たな雇用創出が
可能となる。

　風俗営業等の規制及び業務
の適正化等に関する法律第２
条第１項第２号、同法第４条
第２項第２号、同法施行令第
６条、同法施行条例（大分
県）第３条第１項、同法施行
条例施行規則第２条

　風俗営業等の規制及び
業務の適正化等に関する
法律の規定により、都道
府県公安委員会は、風俗
営業の営業所に対して、
良好な風俗環境を保全す
るため特にその設置を制
限する必要があるものと
して政令で定める基準に
従い都道府県条例で定め
る地域内においては、設
置の許可をしてはならな
い。

8

　旅館内において設備を設けて客の接待を
して客に遊興又は飲食させる場合は、風俗
営業等の規制及び業務の適正化等に関する
法律第２条第１項第２号に規定する営業
（以下「２号営業」という。）の許可が必
要となるが、旅館業そのものは風俗営業で
はなく、同法の規制を受けない。
　風俗営業については、清浄な風俗環境の
保持、公共の福祉の観点から必要最小限度
の設置規制をしているが、この設置規制の
基準については、地域の特性を反映させる
ため条例に委任しており、同法により地域
を限定して規制緩和を行うことはこの趣旨
に反する。
　なお、病院からの距離規制は条例で定め
られている。

辰口町（能美
市）

商業・観光と農業
が共生した新市の
循環型新拠点づく
り構想

1366 1366030 010470 案内標識、信号機設
置の補助金化

・標識のデザインを統一化や都市計
画道路整備等に伴う信号機設置に補
助金をいただきたい

・新市誘導看板、施設案内
看板、施設看板等のデザイ
ン、配置位置等を検討する
サイン計画の策定及び設置
工事。
・道路管理者による信号機
の設置

新市誕生に伴い、調和のあるまちづくりを進める
ために各町が設置している誘導看板や観光看板等
のデザインを統一し、新たに設置する必要があ
る。合併特例債の措置が講じられてはいるが、地
方の財政状況にも配慮いただき、新たな補助制度
を要望する。
また、道路交差点における信号機の設置について
は、県公安委員会が行なうことになっているが、
予算の関係でなかなか設置していただけないのが
現状である。そこで、交通事故防止の観点から、
道路管理者による信号機の設置とその財源の措置
について要望する。

都道府県公安委員会は、
信号機を設置し、及び管
理して、道路における交
通の規制をすることがで
きる。

7 道路管理者による信号機の設置について
は、構造改革特区第４次提案事項である。

大阪府、ＧＩ
Ｓ大縮尺空間
データ官民共
有化推進協議
会

官民連携の測量基
盤の整備と活用 2038 2038010 010480

民間主体で整備・更
新される地図を公共
測量成果扱いとする
等

【一定の要件を満たす民間事業者が行う測量
について公共測量と同等の取り扱いとなるよ
う測量法第５条もしくは４７条を改正する】
産官学が連携し、公共測量作業規程と同等の
品質を確保できるような、地図、図面の作成
ルール、更新ルールの策定を行い、民間主導
の事業主体による図面の作成、更新を行った
ものを、自治体が公共測量の成果と同等のも
のとして扱えるようにする。【測量法第４５
条に基づく届出に係る手続き内容の簡素化】
測量法の公共測量に関する条項について、国
土地理院が民間企業などからの申請手続き・
内容を簡略化し、迅速な対応を行うようにす
る。また、道路管理者と道路占用者間での申
請手続きである道路占用許可申請、道路管理
者と所轄警察署間での警察協議、道路占用者
と所轄警察署間での申請手続きである道路使
用許可申請の手続きで重複した図書の作成を
せずに、円滑に実施できるようにする。その
ために道路占用許可申請、警察協議、道路使
用許可申請の3つの業務が連携する仕組みの
構築と共通で利用できる図面の作成に関する
ルールの策定する。さらに、民間企業による
行政システムの開発、運用を行う。

産官学の連携により、大阪
府版の公共測量作業規程を
改正し、この規程に基づい
て地図の作成を実施する事
業主体を設立し、地図の作
成を行う。自治体は、この
主体が作成した地図を利活
用する。また、協議、申請
の主体者である民間企業が
中心となる事業主体による
システムの開発、運用を行
う。

電子納品、電子申請の施策が実施されており、デ
ジタル化された精度の良い図面の交換、流通が促
進される環境にあり、これらのデータの利活用に
よって整備コストの縮減を図り、データの作り手
である地場の中小企業のＩＴ利用の促進、活性化
を図る必要がある。そのためにも、自治体で利用
する法定図書を従来の公共測量に基づいた手法で
作成せず、民間によって作成したものを利活用で
きる環境が必要である。また、申請者は、同一の
図面を複数作成して、個別に申請している。その
ためのコストは、利用者である住民の負担となっ
ている。そのため、手続きの効率化、コストの縮
減を図る必要がある。さらに、自治体が申請シス
テムを構築しているが、利用者のニーズを満足し
ているものになっているとは限らない。利用者の
主体的な参加によって、システムの陳腐化の防
止、行政コストの縮減、サービスの向上が期待で
きる。

道路交通法第７７条

工事、作業等のため道路
を使用する者は警察署長
の許可を受けなければな
らない。

2 Ⅴ

道路使用許可と道路占用許可の両方が必要
な場合については、一方の窓口に一括して
申請できる制度の活用を促進させるなどし
て、一層の簡素合理化を図る。また、道路
使用許可の申請については、その電子化を
図るため、都道府県警察に対して、電子申
請に係るシステムの整備を要請していると
ころである。

㈱東京リーガ
ルマインド

「民間事業者」の
範囲 3078 3078010 010490

民間委託先を株式会
社等の事業法人に限
定

行政サービスの民間委託先を株式会
社等の普通法人に限定

行政サービスの委託先を普
通法人に限定し、民間事業
者による入札・プロポーザ
ルによるコンペティション
を通じて、リーズナブルな
行政サービスを実施する。

民間活力による地域経済の活性化を実現させるた
め 6 各自治体の条例等の規定によるアウトソー

シングについて、国の機関である当庁が意
見を述べる立場にない。

提案主体が根拠法令としてあげ
ている「各自治体の条例等」は
単なる例示であり、貴庁が行っ
ている行政サービスの民間委託
について、要望が実現できない
か、検討し回答されたい。

3

当庁が行う行政サービスについて、具体的にどの
ような民間委託要望があるか定かでないが、も
し、要望等が寄せられた際は、その実現可能性に
ついて個別具体的に検討することとなる。
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岐阜県

公共バス優先市街
地活性化対策
（「コミバス」作
戦）

1164 1164010 010500

各種バスに係る国庫
補助制度の統合・充
実・弾力的運用・要
件緩和

（国庫補助制度の統合）交通結節点
改善事業、特定交通安全施設等整備
事業、バス利用促進等総合対策事
業、へき地児童生徒援助費等補助
金、医療施設等設備整備費補助金、
在宅福祉事業費補助金、身体障害者
保護費補助金の統合

（国庫補助制度の充実）対象施設の
統合化、補助金の財源として道路特
定財源の活用、コミュニティバスに
係る車両購入や運行経費も既存補助
金の補助対象経費とすること

（国庫補助制度の弾力的運用）ス
クールバスと福祉バスに係る住民利
用について、その運用基準の緩和

（国庫補助制度の要件緩和）国庫補
助対象となる交通結節点改善事業の
乗降客数要件の大幅緩和、特定交通
安全施設等整備事業における駐車台
数規模要件の大幅緩和、バス利用促
進等総合対策事業のに係る補助対象
地域要件（例：人口３万人以上の都
市）の大幅緩和

地域再生のために新たにも
うけられる支援措置を利用
して、県内において、住
民・ＮＰＯ・バス事業者・
市町村・県等が連携し、自
主運行バス、福祉バス、ス
クールバスの効率的・効果
的運行を実現し、同時に、
幹線バスとコミュニティバ
スの連携、バスと鉄道の連
携を実現し、充実した地域
公共交通体系を築き上げ
る。

補助金適化法の硬直的運用、さらには細分化さ
れ、しかも充実度が低い国庫補助制度が、地域に
おける各種バスの効率的・効果的運用の妨げと
なっており、地域再生のためにこれらを改善して
いただくことが、地域における公共交通網の充実
ひいては地域経済活性化につながるから。

交通安全施設等整備事業の推
進に関する法律

　交通事故が多発してい
る道路その他特に交通の
安全を確保する必要があ
る道路において都道府県
公安委員会が行う信号
機、道路標識、交通管制
センター等の交通安全施
設等の整備に対して国が
１／２の補助を行ってい
る。

3

　都道府県公安委員会が行う特定交通安全
施設等整備事業は、信号機、道路標識、交
通管制センター等の設置等に関する事業を
確実に実施するためのものであり、他の事
業と統合することは適当ではない。

西郷町
観光を機軸に交
流・産業を創出す
るまち

2066 2066060 010510

・イベント実施時の
管理権限の移譲
・イベント実施時の
許認可事務手続きの
簡略化と窓口の一元
化

・イベント実施時に限り、必要とな
る様々な許認可については町に管理
権限を移譲する。
・イベント実施時に限り、それらに
関する許認可事務手続きを簡略化し
申請窓口を一元化する。

イベント実施時に限り国・
県が管理する公共施設の、
管理権限を町に移譲するこ
とや、その事務手続きを簡
略化や窓口を一元化するこ
とで、地域の活性化や交流
人口の拡大を図る。

形状変更を伴わないイベント等による一時的使用
においても、占有あるいは使用許可等が求めら
れ、また、道路使用許可を求める場合、県と警察
の双方に書類を提出するなど、手続きが煩雑で多
くの時間を取られる。地域や民間によるイベント
での利用を促進するため、これを容易する。

道路交通法第７７条

イベントのため道路を使
用する者は警察署長の許
可を受けなければならな
い。

2・3 Ⅴ

道路使用許可は、車両通行止め等の交通規
制と一体となって、交通の安全と円滑を確
保するための制度であって、交通管理の責
任を有する警察が、その専門的な知識を活
用し、使用される場所の道路交通の状況を
踏まえながらその可否を判断する必要があ
り、交通管理の責任、知識を有しない警察
以外の機関に道路使用許可の権限を委ねる
ことはできない。道路使用許可と道路占用
許可の両方が必要な場合については、一方
の窓口に一括して申請できる制度の活用を
促進させるなどして、一層の簡素合理化を
図ることとする。なお、平成１５年度中
に、都道府県警察に対し、地域活性化に資
するイベント等に伴う道路使用の許可申請
にあたり、実施主体と都道府県警察や地域
住民、道路利用者等との調整・合意形成の
円滑化を図るために必要な事項等を明確化
するための通達を発出し、イベント等の円
滑な実現に貢献することとしている。

枚方市
淀川ウォーターフ
ロント賑わい創出
構想

2140 2140020 010520
道路占用手続の簡便
化と許可条件等の緩
和

枚方市駅周辺の歩行者専用道路で
は、市民の往来も多く、自作の音楽
活動等が自然発生的に行われている
実態がある。このような活動を周辺
整備のソフト施策と連携したなかで
位置付けを行い、だれもが気軽に利
用できるにぎわい空間を創出する。

枚方市駅と市役所を結ぶ歩
行者専用道路は、植木市や
七夕祭り、地方物産展や福
祉団体によるリサイクル
マーケットなどに利用され
ているが、手続上、気軽に
出来るものではない。ま
た、道路の維持管理を適切
に行うためにも一定のルー
ルづくりとボランティア支
援などが必要であり、川に
向かったまちづくりのなか
で路線選定や空間整備を行
う。

歩行者専用道路の整備促進を行い、歩いて回遊で
きる空間と都市的魅力のあるにぎわいある空間の
創出のため、道路占用許可や使用許可基準の緩和
を提案する。

道路交通法第７７条

イベントのため道路を使
用する者は警察署長の許
可を受けなければならな
い。

5

道路使用の可否は、地域住民や道路利用者
等の意見を踏まえつつ、公益上又は社会慣
習上の要請と交通の安全と円滑への影響と
を総合的に勘案し、個別具体の事情に照ら
して判断すべきものであり、既にそのよう
な制度になっている。なお、平成１５年度
中に、都道府県警察に対し、地域活性化に
資するイベント等に伴う道路使用の許可申
請にあたり、実施主体と都道府県警察や地
域住民、道路利用者等との調整・合意形成
の円滑化を図るために必要な事項等を明確
化するための通達を発出し、イベント等の
円滑な実現に貢献することとしている。

兵庫県・
篠山市

陶芸文化の郷づく
り構想 2100 2100040 010530 道路標識等の様式の

多様化

道路標識のうち、著名地点を示す案
内標識について、地域の個性・特色
に応じた標識の設置を認める。

地域内を地域の個性・特色
を反映した案内標識の統一

地域内を地域の個性・特色を反映した案内標識で
統一することにより、地域固有のブランドイメー
ジの創出・強化が図れ、地域のまちづくりが活性
化される。

道路交通法第４条

都道府県公安委員会は、
信号機又は道路標識等を
設置、管理して道路にお
ける交通の規制をするこ
とができる。

6

道路標識、区画線及び道路標示に関する命
令第4条第1項により、案内標識は道路法に
よる道路管理者が設置するものとしてい
る。

長崎県 東アジアとの観光
交流計画 2121 2121050 010540

道路案内標識への
ローマ字以外の併記
の可能化

現在、道路の案内標識は、目的地名
をローマ字併記することと決められ
ているが、本県においては、中国や
韓国からの観光客も多く、ローマ字
に加え、韓国語などの記入の要望も
大きい。このため、ローマ字に加
え、地域の要望に合わせた外国語標
記についても可能とし、特定交通安
全整備事業においても実施可能とし
ていただきたい。

道路の案内標識にローマ字
以外の外国語表記を行う。

現状においては、道路案内標識の目的地名は、日
本語とローマ字のみの併記であり、それ以外のも
のは表記できないようになっているので、外国語
併記を行い、外国人にわかりやすく、優しい街と
いうイメージアップにつなげる。

道路交通法第４条

都道府県公安委員会は、
信号機又は道路標識等を
設置、管理して道路にお
ける交通の規制をするこ
とができる。

6

道路標識、区画線及び道路標示に関する命
令第4条第1項により、案内標識は道路法に
よる道路管理者が設置するものとしてい
る。
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綾瀬市 交流とにぎわいの
あるまちづくり 1105 1105030 010550

オムニバスタウンの
整備による施策の集
中

バス利用促進等総合対策事業による
施策の集中
具体的には３１番に掲げる事業を実
施するため、オムニバスタウン整備
総合対策事業、交通システム対策事
業、個別対策事業を活用する。

①　オムニバスタウン整備
計画の策定
②　コミュニティバスの導
入
③　ノンステップバスの導
入
④　停留所施設改良
⑤　バスベイ整備

鉄道駅のない本市にとって、バス交通に対する市
民の要望は高く、重要な公共交通機関としてバス
交通を位置付け、バス路線の整備の推進を図って
いる。
中心市街地形成を進めている中で、中心市街地へ
の交流促進と交通不便地域の解消のため、オムニ
バスタウン計画を策定し、既存バス路線において
は、ノンステップバスの導入策を図るなど、利便
性の向上を図るとともに、既存バス路線からの買
い物客の誘導や中心市街地への足の確保のため
に、コミュニティバスの導入を進めていきたい。
これら、バス網充実のための施策を集中的に実施
することにより、地域経済の活性化と地域再生の
実現を図る取り組みとして、提案する。

オムニバスタウン構想実施要
綱

オムニバスタウンは、コ
ミュニティバスの導入、
バスロケーションシステ
ム整備等の利用者利便の
向上に資する施策や交差
点改良、バス専用・優先
レーンの整備、ＰＴＰＳ
の整備等バスの走行環境
改善に資する施策を総合
的に組み合わせてバスを
中心とするまちづくりを
推進しようとするもの
で、これまでに全国１１
都市を指定し、各都市の
様々な取り組みに対し、
国土交通省（自動車交通
局、道路局）及び警察庁
が連携して重点的な支援
を行っている。

5

オムニバスタウン構想実施要綱（平成９年
５月３０日付け警察庁交通局長、運輸省自
動車交通局長、建設省道路局長通達）に基
づき、バスの走行環境の改善や利便性の向
上等が図られる一定の事項が定められ、か
つ、ひと・まち・環境にやさしいバス交通
の実現が見込まれるオムニバスタウン計画
を作成した市町村について、当該市町村の
申請に基づき、国が支援措置を講ずること
が適当と認めるものをオムニバスタウンと
して指定する。

茨城県
霞ヶ浦レイクツー
リズム推進プロ
ジェクト

1273 1273080 010560 交流情報発信拠点の
整備 　道の駅等の制度を活用した地域振

興拠点施設の整備への支援

 圏央道江戸崎ＩＣ（仮称）
周辺地区等において，地域
の特産品販売や加工体験，
総合的な観光ＰＲ等の機能
をもつ広域的な交流情報発
信拠点の整備を図る。

　地域の情報発信を効果的に行うため，本地域の
交通の要衝となる箇所において，道の駅関連の制
度を活用して，交流情報発信拠点整備を検討して
いる。

6

茨城県に確認したところ、ご提案の本旨は
道の駅を整備したいとのことであるが、道
の駅は道路管理者が交通安全施設等整備事
業により整備するものであり、当庁所管事
項ではない。

長野県
コモンズの視点か
らの観光･都市圏交
流型産業の推進

1070 1070050 010570
交流型事業に係る無
資格・無許可有償輸
送の特例

　公共交通機関の未発達な地域で、
宿泊者を自家用車で交流型事業実施
場所へ有償輸送する場合に道路交通
法の第2種免許及び道路運送法の許可
の適用除外とする。

　ウォーキング、トレッキ
ング、登山、サイクリン
グ、グリーンツーリズムな
どは公共交通機関が未発達
な地域で行われることが多
いから、宿泊場所から交流
型事業実施場所への輸送等
を自家用車で可能にする。
このことにより来訪者に
とって利便性は高まり来訪
者の増加が期待できると共
に、当該地域の住民の多く
が交流型事業に参加でき、
また、報酬を得ることに
よって地域経済の活性化に
資する。

現状は、料金を取る場合には、道路交通法の2種
免許と道路運送法の事業許可が必要であるが、こ
れらが不要になれば、地域の誰でもが、来訪者に
応対することができる。この結果、来訪者にとっ
て利便性が高まり円滑な交流型事業が可能とな
り、来訪者が増える。

6
自家用自動車による有償輸送を規制してい
るのは、道路運送法であり、道路交通法で
はない。

長野県
コモンズの視点か
らの観光･都市圏交
流型産業の推進

1070 1070070 010580
宿泊施設、体験施設
等における観光案内
（白タク）の特例

公共交通機関の未発達な地域におい
て、宿泊施設及び体験施設の職員等
が、その利用者に対して、周辺の観
光案内を行う場合、または、自らの
施設までの送迎を行う場合の輸送に
ついて、道路交通法の第2種免許及び
道路運送法の許可の適用除外とす
る。

宿泊施設及び各種体験施設
の職員等は、その多くが地
域の状況に精通している。
これらの者が自家用車で周
辺の観光案内を行うことに
より、より深く地域の自
然・文化等を伝えることが
でき、来訪者への満足度も
高め、リピーターの増加に
もつながると期待される。

宿泊施設及び体験施設を利用した来訪者が、さら
に深くその地域の自然・文化等についても知りた
い、体験したいというニーズがあった場合など
に、当措置の需用があると思われる。特に来訪者
が学生などの場合は、交通手段の問題もあるた
め、当該措置が有効と思われる。

6
自家用自動車による有償輸送を規制してい
るのは、道路運送法であり、道路交通法で
はない。
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茨城県
つくば広域都市圏
活性化プロジェク
ト

1277 1277190 010590

スマートＩＣの整備
基準等の配慮・交流
情報発信拠点整備へ
の支援

　スマートＩＣについて，交通渋滞
の緩和や時間短縮の他，交流の拡大
など地域振興面にも配慮した整備方
針・基準を検討する。
　また，道の駅等の制度を活用した
地域振興拠点施設の整備について支
援する。

首都圏からのマイカーやバ
ス等による本地域へのアク
セス及び域内回遊性の向上
を図るため，筑波山方面へ
の交通の要衝である常磐自
動車道千代田ＰＡ付近への
スマートＩＣの誘致や，地
域の特産品販売や加工体
験，総合的な観光ＰＲ等の
機能をもつ広域的な交流情
報発信拠点の整備について
併せて検討する。

 常磐自動車道土浦北IC・千代田石岡IC間を併走
する国道６号の区間は渋滞が特に著しいことか
ら，筑波山や霞ヶ浦方面への回遊性を向上させる
ため，２つのICの間にある千代田PAへのスマート
ICの誘致や，それと併せた地域の情報発信を効果
的に行うための交流情報発信拠点整備を検討して
いる。

3

スマートＩＣについては、新たなＩＣ形式
であるため、交通安全上の問題点等につい
て、今後、国土交通省と検討することとし
ている。

提案者は、スマートICの誘致に
ついて要望しているが、これに
ついて検討し、回答されたい。

6
ＩＣの建設計画については、国土交通省において
検討されるべきものであり、当庁が回答すること
はできない。

加世田市 人と自然の「往
来」地域再生構想 2097 2097020 010600

サイクリングコース
の道路標示を可能と
する関係法令の特例
措置

一般公道を管理する道路管理者及び
公安委員会が認めたサイクリング
コースについて、普通自転車等が通
行すべき部分の道路標示を可能とす
る道路関係法の特例措置

一般公道におけるサイクリ
ングコースの道路標示の実
施。
（自転車専用道路及び道路
交通法第63条の4第2項に定
める歩道部分の道路標示を
含む。）

　観光客等の利便性の向上を図るため、貸し自転
車施設を整備し、観光スポットや名所・旧跡を結
んだサイクリングコースを設定しているが、土地
感のない観光客にとってはパンフレットや案内板
等だけでは解かりづらいのが現状である。
　サイクリングコースを一般公道に表示すること
により、本市が推進する自転車を活用したまちづ
くりへの取り組みが容易となり、本地域の活性化
が図られる。

道路交通法第４条

都道府県公安委員会は、
信号機又は道路標識等を
設置、管理して道路にお
ける交通の規制をするこ
とができる。

5

都道府県公安委員会は、現行の道路交通法
に基づき、道路標示により、自転車通行帯
を設け、又は歩道上の自転車が通行すべき
部分を指定することができる。また、道路
上に道路交通法に基づく道路標示以外の標
示を設ける場合は、道路交通法に基づく道
路標示の効用を妨げないようにする必要が
あるので、所轄警察署に相談していただき
たい。

四日市市 地区間交流活性化
事業 2157 2157010 010610 踏切道改良に係る踏

切統廃合の廃止

踏切道の改良（拡幅）に際して、管
理者である鉄道事業者に協議を行う
が、法的には義務になっていないも
のの、踏切の統廃合が絶対条件とし
て提示される。
この統廃合の条件については、鉄道
事業者の采配ではなく、国（運輸
局）の強力な指導があり、統廃合な
しでは鉄道事業者が国の許可を得る
ことがでず、ひいては踏切の改良
（拡幅）ができないのが現状であ
る。
このため国の統廃合の指導・許可制
度を廃止する。

地域コミュニケーションを
より強化するために、円滑
な自動車交通の実現、及び
歩行者や自転車のより安全
な空間を実現する。このた
め踏切道の改良を進める。
特に本市富田・富州原地区
では四日市北郵便局や北警
察署、大規模商業施設が富
州原地区に、一方、近鉄富
田駅や既存商店街は富田地
区にあり、相互を結ぶ市道
にあるＪＲ関西本線、三岐
鉄道の踏切幅員が狭く、地
区間交流の支障となってい
る。
このため、本踏切を拡幅し
て相互交流の活性化、ひい
ては地域の活性化を図る。

踏切道改良に際して法的には義務になっていない
ものの、鉄道事業者からは踏切の統廃合が絶対条
件として提示され、廃止踏切がない場合は協議に
もならない。鉄道管理者は踏切を無くすことが安
全につながるとの考え方だと思うが、街づくりの
観点から踏切の廃止は地域分断を余儀なくする。
このため、踏切統廃合の指導廃止を提案する。

踏切事故防止総合対策につい
て
（平成13年4月19日交通対策
本部決定）

警察は、踏切道の統廃合
の促進等について、関係
機関に対し、交通警察の
立場から必要な意見を申
し出ることとしている。

3

踏切事故は一度発生すると甚大な被害や列
車の運休・遅延をもたらす上、現状におい
て、鉄道事故全体の半分を占める。このた
め、立体交差化や構造改良等の事業の実施
に併せて、近接踏切道のうち、その利用状
況、う回路の状況等を勘案して、地域住民
の通行に特に支障を及ぼさないと認められ
るものについて、統廃合を進めるよう関係
機関に意見を申し出ることは、道路交通の
安全と円滑を確保する上で必要であると考
えている。

石川県 外国人観光客の誘
致促進 1053 1053010 010620 外国人観光客の誘致

促進

①中国人観光客の訪日旅行査証の解
禁地域の拡大

②外国人観光客に対する入国審査の
簡素化、迅速化

③海外における観光誘客宣伝の展開

①中国人観光客の訪日旅行
査証の解禁地域の拡大
　　解禁＝北京市､上海市､
広東省(H12.9)
　　予定＝天津市､遼寧省､
山東省､江蘇省、浙江省
　※解禁予定地区の早期実
現
　　観光ビザの全面的な解
禁及び免除
②外国人観光客に対する入
国審査等の簡素化、迅速化
　※小松空港、能登空港で
の手続き
③海外における観光誘客宣
伝の展開
　※VJCの積極的な展開
　　一地方では世界的なPR

　地域においては、誘客促進のための観光地整備
やもてなしの推進などの受け地整備を進めるが、
海外からの誘客宣伝など発信側における取組みに
ついては、地方としては財政的に限度がある。
　国においては、訪日手続きの簡素化やＶＪＣな
どによる誘客ＰＲを積極的に推進願いたい。

ー ー 5 Ⅶ

日中双方で制度の運用改善に取り組み、失
踪者等の諸問題に対して効果的な対策を講
じ、その効果を検証した上で、検討を進め
ることとする。ただし、中国国民の訪日団
体に対する査証発給に関しては、団体観光
旅行における指定旅行業者以外の業者によ
る引率、目的外入国者等の紛れ込み事案、
成りすましによる旅券不正取得等の問題が
あり、これに対する中国側の改善措置が十
分にとられていないことや、来日中国人に
よる犯罪が、不法入国者のみならず留学生
等の適法滞在者によっても敢行されている
事実があるため、対象地域の拡大には、慎
重な検討が必要である。

富山県
とやまの観光資源
活性化プロジェク
ト

1292 1292020 010630

中国からの観光客を
誘致するため、中国
から日本への観光旅
行の査証(ビザ)免除
の実施

中国との国際観光交流を一層促進す
るため、中国から日本への観光旅行
の査証(ビザ)免除の実施を求めるも
の。

　中国との国際観光交流を
一層促進するため、中国か
ら日本への観光旅行の査証
(ビザ)免除の実施を求め
る。

　特に、次の地域につい
て、格段の配慮を要望す
る。
　
１　平成12年９月から訪日
団体観光旅行への観光ビザ
（査証）が発給されてい
る、上海市、北京市、広東
省

２　富山空港から国際定期

１　観光産業は、雇用の創出や消費の拡大を促進
し、２１世紀における成長産業として期待されて
いるところである。特に現下の厳しい経済情勢に
おいて、外国人観光客の誘致を促進し、国際観光
の振興を図ることが期待されている。

２　こうしたなか、著しい経済発展を続け、本県
から国際定期便が就航する中国について、日本へ
の観光旅行の査証(ビザ)免除を実施することは、
本県の観光振興を図るうえで、極めて重要であ
る。

ー ー 5 Ⅶ

日中双方で制度の運用改善に取り組み、失
踪者等の諸問題に対して効果的な対策を講
じ、その効果を検証した上で、検討を進め
ることとする。ただし、中国国民の訪日団
体に対する査証発給に関しては、団体観光
旅行における指定旅行業者以外の業者によ
る引率、目的外入国者等の紛れ込み事案、
成りすましによる旅券不正取得等の問題が
あり、これに対する中国側の改善措置が十
分にとられていないことや、来日中国人に
よる犯罪が、不法入国者のみならず留学生
等の適法滞在者によっても敢行されている
事実があるため、対象地域の拡大には、慎
重な検討が必要である。
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神戸市 神戸国際集客観光
都市構想 2024 2024070 010640

中国天津市への訪日
団体観光旅行の対象
地域の拡大

中国国民の訪日団体観光旅行の対象
地域の拡大（北京市、上海市、広東
省のみに認められている訪日団体観
光旅行対象地域への天津市の追加）

中国国民の訪日団体観光旅
行の対象地域の拡大（北京
市、上海市、広東省のみに
認められている訪日団体観
光旅行対象地域への天津市
の追加）

神戸市と友好都市提携を締結している中国天津市
からの観光客誘致の促進 ー ー 5 Ⅶ

査証の発給は当庁の所管ではないものの、
中国国民の訪日団体に対する査証発給に関
しては、団体観光旅行における指定旅行業
者以外の業者による引率、目的外入国者等
の紛れ込み事案、成りすましによる旅券不
正取得等の問題があり、これに対する中国
側の改善措置が十分にとられていないこと
や、来日中国人による犯罪が、不法入国者
のみならず留学生等の適法滞在者によって
も敢行されている事実があるため、対象地
域の拡大には、慎重な検討が必要である。

神奈川県 国際観光県「かな
がわ」推進構想 1285 1285010 010650 海外からの観光客の

ビザの免除等

現在、北京市、上海市、広東省のみ
で発給されている中国の団体旅行の
ビザについて、対象地域の拡大、免
除等の措置を実施。また、県、市町
村等が交流を行っている地域（神奈
川県については中国遼寧省、韓国京
畿道）についてのビザの発給、免除
の実施。

姉妹都市等との観光交流の
一層の拡大を図るととも
に、海外観光展への出展、
海外ﾏｽｺﾐ招聘事業等を通
じ、海外から観光客を誘致
する。

ビザの免除等の措置により、観光客が来訪しやす
くなり、観光客の増大が見込まれる。また、中国
の姉妹都市等についてはビザが発給されず交流の
妨げになっている。

ー ー 5 Ⅶ

日中双方で制度の運用改善に取り組み、失
踪者等の諸問題に対して効果的な対策を講
じ、その効果を検証した上で、検討を進め
ることとする。ただし、中国国民の訪日団
体に対する査証発給に関しては、団体観光
旅行における指定旅行業者以外の業者によ
る引率、目的外入国者等の紛れ込み事案、
成りすましによる旅券不正取得等の問題が
あり、これに対する中国側の改善措置が十
分にとられていないことや、来日中国人に
よる犯罪が、不法入国者のみならず留学生
等の適法滞在者によっても敢行されている
事実があるため、対象地域の拡大には、慎
重な検討が必要である。

宮城県

緊急経済産業再生
戦略事業（中国観
光客仟客萬来構
想）

1394 1394010 010660
巨大旅行市場である
中国におけるビザ発
給対象地域の拡大

法務省入国管理局に対し，中国にお
けるビザ発給対象地域を現在の「北
京市・上海市・広東省」から他地域
に拡大するよう要望するもの。

中国においてビザ発給対象
地域が拡大されることによ
り，訪日観光客の増加が期
待される。宮城県は，中国
においては知名度がほとん
どないため，中国旅行エー
ジェントを招請し，本県の
観光資源（中国革命の思想
的支柱で，中国人の心のよ
り所となっている「魯迅」
の留学先である仙台をはじ
め，日本三景松島等）を視
察してもらい旅行商品造成
につなげ誘客促進を行いた
い。また，中国の送客現場
では，旅行エージェントの
店頭従業員の口コミ情報が
旅行先を大きく左右するこ
とから，これら従業員等に
本県をＰＲするポスターや
観光ビデオ（ＶＣＤ）等を

巨大旅行市場である中国では，北京市・上海市・
広東省の３地域在住者しか団体旅行ビザの発給を
受けられないため，同地域以外に住む人々は，訪
日旅行をしたくてもできない状況にある。宮城県
では，中国人観光客を広く誘致しようと考えてい
るが，３地域に限定されていることは，中国観光
客誘致の大きな障害となっている。

ー ー 5 Ⅶ

査証の発給は当庁の所管ではないものの、
中国国民の訪日団体に対する査証発給に関
しては、団体観光旅行における指定旅行業
者以外の業者による引率、目的外入国者等
の紛れ込み事案、成りすましによる旅券不
正取得等の問題があり、これに対する中国
側の改善措置が十分にとられていないこと
や、来日中国人による犯罪が、不法入国者
のみならず留学生等の適法滞在者によって
も敢行されている事実があるため、対象地
域の拡大には、慎重な検討が必要である。

京都府
観光都市ｋｙｏｔ
ｏケータイサポー
ト構想

2056 2056070 010670
中国における訪日団
体観光旅行対象地域
の拡大に向けた要請

中国において訪日団体観光旅行の対
象となっている地域は、現在、北京
市・上海市・広東省の３地域のみが
試験地域として指定されているが、
この対象地域を拡大するよう中国に
要請

・拡大された地域に対する
プロモーション活動やファ
ムトリップ事業を通じ、日
本への誘客拡大を図ってい
く。
・900,000人程度のインバウ
ンド拡大効果が見込める。

・経済発展の著しい中国では、各地で旅行需要も
高まっており、北京市・上海市・広東省以外の地
域においても訪日団体観光旅行が解禁されると、
大幅な誘客の拡大につながることから、こうした
働きかけを行っていく必要がある。
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長崎県 東アジアとの観光
交流計画 2121 2121020 010680

中国人団体観光短期
滞在査証の発給対象
地域の拡大

現在、中国人団体観光ビザの発給対
象地域は、「北京市」、「上海
市」、「広東省」の３地域の住民に
限られているが、天津市、山東省、
浙江省、江蘇省、遼寧省などに発給
対象地域を拡大していただきたい。

中国の人口は約１３億人で
あり、世界最大の人口を有
するため、観光市場の大き
なマーケットとなる。この
ため、現在ビザ発給地域が
限定されているが、これが
さらに拡大すれば、中国か
らの観光客が大幅に増大す
ると考えられる。これに伴
い、地域経済の活性化及び
雇用創出が期待できる。

中国でのビザ発給地域が拡大されると観光客の大
幅な増加が見込まれるので提案する。 ー ー 5 Ⅶ
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